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１ 吉川市の行財政改革について 

１ 吉川市の行財政改革の目的 

少子高齢化の進展や、人口増加とその後の人口減少に伴う行政需要及び財政状況の変化に対

応し、効率的、効果的で、持続可能な行財政運営を行うことを目的としています。 

 

２ これまでの経緯 

第１次よしかわ行財政改革大綱及び推進プラン（平成８年度～平成１２年度） 

【策定背景】 

急速な高齢化の進行、少子化、バブル経済崩壊後の景気低迷の中、住民福祉の増進の実現を

目指し、最少の経費で最大の効果を挙げることを目標に策定 

【基本方針】 

『きらっと 吉川 ゆめ みらい』新たな“吉川市”の創造のために 

 

第２次よしかわ行財政改革大綱及び推進プラン（平成１５年度～平成２１年度） 

【策定背景】 

長引く景気の低迷が市の財政運営に対して大きな影響を与える中、行財政運営の見直しが

急務となり、第４次吉川市総合振興計画の実現を目指して策定 

【基本方針】 

「市民主役」と「健全財政」 

 

緊急行財政改革プログラム（第１次分）（平成１７年度～平成２０年度） 

【策定背景】 

第２次よしかわ行財政改革大綱及び推進プランだけでは、今後の財源不足に対応できない

状況にあったことから、追加の改革として策定 

 

緊急行財政改革プログラム（第２次分）（平成１７年～平成２０年度） 

【策定背景】 

緊急行財政改革プログラム（第１次分）に引き続き、内部管理経費削減の推進に的を絞り、

職員人件費の削減に取り組む改革として策定 
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第３次よしかわ行財政改革大綱及び推進プラン（平成２２年度～平成２６年度） 

【策定背景】 

世界経済が冷え込み、円高や消費低迷による日本経済の不透明な先行きという状況下にお

いて、これらの変化に柔軟に対応できる行政システムへの変革に取り組むために策定 

【基本方針】 

「市民主役」と「健全財政」 

 

第４次よしかわ行財政改革大綱及び推進プラン（平成２７年度～令和元年度） 

【策定背景】 

人口増加とそれに伴う行政需要の拡大が予測される中、コスト削減に取り組む「削減型」の

改革から、今ある経営資源の効果的な活用に視点を置いた改革として策定 

【改革のスクリーン】 

 ・健全財政 

 ・市民主役 

 ・地域の特性 
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２ 第５次よしかわ行財政改革大綱について 

１ 第５次よしかわ行財政改革大綱の策定背景 

平成８年度の第１次よしかわ行財政改革大綱以降の継続した取組みにより、経営的視点に基

づくコスト意識や市民満足度の向上、市民との協働といった「行財政改革」における基本的な考

え方が職員に定着し、一定の成果が表れています。 

依然として市民ニーズの多様化・複雑化や厳しい財政状況が続いていることに加え、今後は、

これまで当市が経験したことのない人口減少時代を迎えることとなります。 

このため、効率的かつ効果的な行財政運営に有効な様々な手法の研究や積極的な活用を行い、

行財政改革に取り組む必要があることから、「第５次よしかわ行財政改革大綱」策定しました。 

 

２ 第５次よしかわ行財政改革大綱で加わった新たな視点 

コスト意識や費用対効果、民間活力の活用といった改革の基本的な視点に、人口増加の対応か

ら人口減少への対応を前提とし、次の２点の視点を追加しました。 

① 未来のあるべき姿から現在行うべき取組を考えるバックキャスティングの視点 

② シナジー効果（相乗効果）の創出やトレードオフ（利益相反）の考慮に有効な業務横断的

な視点といったＳＤＧｓの視点 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「人口増加への対応」から「人口減少への対応」へ 

バックキャスティングの視点 

業務横断的視点（シナジー効果の創出・トレードオフの考慮） 

第５次大綱策定のための新たな視点 

 

ＳＤＧｓ視点 
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３ 行財政改革大綱の体系 

第５次よしかわ行財政改革大綱の体系（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 将来都市像及びまちづくりの基本理念 

吉川市総合振興計画で掲げる「将来都市像」や「まちづくりの基本理念」を共有します。 

(2) 改革項目（大柱・中柱） 

改革項目（大柱・中柱）は特に強化すべき取り組みや新たにチャレンジすべき取り組みの方向

性を示すものです。 

１ 効率的な行政運営 

最少の経費で最大の効果を挙げるために、ムダ・ムリ・ムラを排除した簡素で効率的かつ安

定的な行政運営を推進します。人口減少に伴う将来的な地方公務員数への影響を想定し、

国や県の動向についても注視しながら対応を図ります。 

① 業務の標準化・最適化 

業務の効率化を追求するために、業務プロセスの標準化を進めるとともに、プロセス毎の

最適化に努めます。 

また、ＩＣＴ（情報通信技術）を最大限に活用した効率性や確実性の向上に積極的に取り組

みます。 

なお、国主導による情報システム等の標準化が計画されていることから、情報把握に努め、

歩調を合わせた取組を進めます。 

② アウトソーシング・官民連携の推進 

施設運営における指定管理者やＰＦＩのみならず、業務委託等による民間活力の活用が有

効であるかを検討します。 

また、先進自治体の実績や取組を参考とするとともに、積極的な官民対話を行い、アウトソ

ーシングの拡大や官民連携による新たな取組の創出に努めます。  

吉川市総合振興計画 

 

第
５
次
よ
し
か
わ
行
財
政
改
革
大
綱 

改革項目（大柱・中柱） 
本大綱の推進期間内で、特にチャレ

ンジすべき取組や新たにチャレンジ

すべき取組の方向性 

 

１ 効率的な行政運営 

２ 効果的な公共サービス 

３ 健全な財政運営 

改革のスクリーン 
全ての事務事業が効率的・効果的に実施

できているかを点検・確認する行財政改

革の視点。 

 
１ 経営的視点 

２ 市民視点 

３ 持続可能性視点（ＳＤＧｓ視点） 

全事務事業 

「よしかわ行財政改革推進プラン」 



5 
 

２ 効果的な公共サービス 

市民満足度の向上を目指し、市民が享受する公共サービスの質を高め、より効果的なもの

とします。 

また、地域課題に対して、行政がサービスを直接提供するだけでなく、市民や地域との連携

による取組等、それぞれの課題に合った最適な主体や手法によるサービスの提供を行いま

す。 

①行政サービスの質的向上 

職員が、市民満足度の向上を意識しながら、自らの担当業務にとらわれない業務横断的な

視野を持ち、能力や技術を最大限発揮できるよう努めるとともに、ワークライフバランス

を重視した働き方改革を推進します。 

また、継続的な業務改善を図るとともに、新たなチャレンジへの意欲が生まれる職場環境

を目指します。 

②市民の利便性の向上 

市民目線に立った利便性の向上を進めます。 

施策の検討にあたっては、行政の役割や公平性について市民と共通認識を図りながら、持

続可能性や他の施策との関連性に配慮します。 

③市民・地域との連携 

多様化・複雑化する地域課題の効果的な解決のため、行政・市民・地域それぞれが役割と強

みを相互に理解し、連携した取組を推進します。 

また、まちづくりにおける「自助・共助・公助」の意識醸成に向け、積極的な市政情報の提

供を行い、市民参画の推進を図ります。 

３ 健全な財政運営 

持続可能なまちづくりを進めるために、財政運営の健全性を維持します。 

計画的な財政運営と必要な財源確保に努めるとともに、市の財政状況について市民と共通

理解を図るため、わかりやすい情報共有に努めます。 

また、公共施設の管理運営について調査・研究を進め、最適化を図ります。 

① 持続可能な財源確保 

適正かつ公平な賦課徴収を維持するとともに、社会構造の変化に合わせ使用料・手数料を

はじめとする受益者負担の適正化に努めます。また、効果的な市債の活用や計画的な償還

計画の作成に努めます。 

②わかりやすい財政情報の公開 

市の財政状況の透明性の確保・向上が健全性維持の前提となることから、わかりやすい財

政情報の公開に努めます。なお、地方財政情報の「見える化」を国が推進することとなって

いるため、歩調を合わせた取組を行います。 

③公共施設マネジメントの推進 

公共施設の管理運営について、個別施設計画の策定や公共施設総合管理計画の見直しによ

る維持管理・更新経費の管理の適正化を図ります。 

また、施設の管理運営について、効率的かつ効果的な手法の研究を行い、導入の検討を行い

ます。  
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(3) よしかわ行財政改革推進プラン 

改革項目（大柱・中柱）の方向性に沿った具体的な取り組みについて定めています。 

大柱-中柱-番号 改革事項 担当課 

1-①-1 品質マネジメントシステムの改善 政策室 

1-①-2 総合振興計画の実現に向けた組織の整備 政策室 

1-①-3 ＩＣＴ活用の推進 
庶務課・政策室 

保育幼稚園課 

1-①-4 事務事業評価における改革のスクリーンの活用 政策室 

1-②-1 アウトソーシングの推進 政策室 

1-②-2 窓口業務の外部委託の導入 政策室 

1-②-3 サウンディング型市場調査の活用 政策室 

1-②-4 事業提案制度の推進 政策室 

1-②-5 オープンデータ化の推進 庶務課 

2-①-1 市民ニーズの的確な把握 政策室 

2-①-2 成果向上のための行動経済学の活用 政策室 

2-①-3 プロジェクトチーム設置手法の活用 政策室 

2-①-4 多様な人材の確保 政策室 

2-①-5 活気のある職場づくり 政策室 

2-①-6 時間外勤務の縮減 政策室 

2-①-7 職員向け子育て支援及び介護支援制度の利用促進 政策室 

2-②-1 広報の充実 政策室 

2-②-2 窓口受付業務における利便性向上 庶務課・政策室 

2-②-3 チャットボットの導入 政策室 

2-②-4 ＵＤフォントの活用 庶務課 

2-②-5 ＳＤＧｓ視点による政策形成 政策室 

2-③-1 市民参画の推進 市民参加推進課 

2-③-2 市民・地域の主体的な地域課題解決の促進 市民参加推進課 

2-③-3 地域の主体的な減災対策活動の支援 危機管理課 

2-③-4 資源ごみリサイクル率の向上 環境課 

2-③-5 家庭系燃やすごみ排出量の減量 環境課 

2-③-6 地域連携による公園施設等の管理 道路公園課 
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大柱-中柱-番号 改革事項 担当課 

3-①-1 キャッシュレス決済の導入 収納課 

3-①-2 市債権回収の一括管理化の推進 収納課 

3-①-3 受益者負担の適正管理 財政課等 

3-①-4 効果的な市債の活用 財政課 

3-①-5 広告収入による財源の確保 政策室 

3-①-6 ネーミングライツの導入 政策室 

3-②-1 財政情報の見える化の推進 財政課 

3-③-1 公共施設マネジメントの推進 財政課 

3-③-2 施設包括管理の導入 財政課 

3-③-3 公有財産の適正管理 財政課 

 

(4) 改革のスクリーン 

市民満足度を向上させるための改善や、新たな改革を生み出すための積極的な視点として以

下の３つの視点を「改革のスクリーン」として定めています。 

行財政改革を進めていくためには、改革項目だけではなく、常に全ての事務事業が効率的・効

果的に実施できているかを点検・確認しながら進めていく必要があります。この「改革のスクリ

ーン」は、日頃の業務の際に、職員が持つべき行財政改革の視点を定めたものです。 

この視点を持って日々の業務に臨むことで、一層の成果向上、効率化、選択と集中といった事

務事業の改善を図るとともに、新たな改革につなげます。 

① 経営的視点 

行財政改革における基本的姿勢であり、限られた行政経営資源（ヒト、モノ、カネ、情報）

を有効活用し、最少の経費で最大の効果を挙げるという視点です。 

② 市民視点 

行政サービス提供にあたっては、市民ニーズの変化の把握に努め、市民の視点に立った業務

の点検・改善を行うという視点です。 

また、多様化する地域課題を市民や地域との協働により解決するための前提として市民の自

治意識や市政への関心を高め、行政活動への市民参画を促進する必要があります。 

③ 持続可能性視点（ＳＤＧｓ視点） 

持続可能な行財政運営を行うために有効な、未来のあるべき姿から現在行うべき取組を考

えるバックキャスティングや、シナジー効果（相乗効果）の創出、トレードオフ（利益相反）

の考慮などの業務横断的なＳＤＧｓの視点です。 
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(5) 大綱の推進期間 

・大綱の推進期間：令和２年度から令和６年度までの５年間。 

・推進プランの計画期間（１期３年間） 

・第１期：令和２年度～令和４年度 

・第２期：令和４年度～令和６年度 

 

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

第５次よしかわ 

行財政改革大綱 

     

 

よしかわ行財政改革

推進プラン 

     

     

 

  

推 進 期 間 

 

 

第１期 

第２期 
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３ よしかわ行財政改革推進プランの進捗について 

１ 総合的な進捗 

(1) 令和２年度進捗状況 

◎計画どおり実施できた 27 本 

○一部実施できなかった（計画に影響なし） 8 本 

△一部実施できなかった（計画の見直しが必要） 2 本 

■全く実施できなかった（計画に影響なし） 0 本 

×全く実施できなかった（計画の見直しが必要） 0 本 

合計 37 本 

 

(2) 令和３年度進捗状況 

◎計画どおり実施できた 33 本 

○一部実施できなかった（計画に影響なし） 3 本 

△一部実施できなかった（計画の見直しが必要） 1 本 

■全く実施できなかった（計画に影響なし） 0 本 

×全く実施できなかった（計画の見直しが必要） 0 本 

合計 37 本 

  



10 
 

２ 個別の進捗 

１ 効率的な行政運営 

① 業務の標準化・最適化 

大柱-中柱-番号 改革事項 R2 進捗 R3 進捗 
次期プラ

ンの取扱 

1-①-1 品質マネジメントシステムの改善 
○一部実施できなかった 

（計画に影響なし） 
◎計画どおり実施できた 掲載する 

1-①-2 総合振興計画の実現に向けた組織の整備 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

1-①-3 ＩＣＴ活用の推進 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

1-①-4 事務事業評価における改革のスクリーンの活用 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

② アウトソーシング・官民連携の推進 

大柱-中柱-番号 改革事項 R2 進捗 R3 進捗 
次期プラ

ンの取扱 

1-②-1 アウトソーシングの推進 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

1-②-2 窓口業務の外部委託の導入 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 
変更して

掲載する 

1-②-3 サウンディング型市場調査の活用 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

1-②-4 事業提案制度の推進 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 
変更して

掲載する 

1-②-5 オープンデータ化の推進 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

２ 効果的な公共サービス 

① 行政サービスの質的向上 

大柱-中柱-番号 改革事項 R2 進捗 R3 進捗 
次期プラ

ンの取扱 

2-①-1 市民ニーズの的確な把握 
○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 

○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 
掲載する 

2-①-2 成果向上のための行動経済学の活用 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-①-3 プロジェクトチーム設置手法の活用 
△一部実施できなかった

（計画の見直しが必要） 
◎計画どおり実施できた 掲載しない 

2-①-4 多様な人材の確保 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-①-5 活気のある職場づくり ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-①-6 時間外勤務の縮減 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-①-7 職員向け子育て支援及び介護支援制度の利用促進 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

② 市民の利便性の向上 

大柱-中柱-番号 改革事項 R2 進捗 R3 進捗 
次期プラ

ンの取扱 

2-②-1 広報の充実 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-②-2 窓口受付業務における利便性向上 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-②-3 チャットボットの導入 
○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 

△一部実施できなかった

（計画の見直しが必要） 
掲載する 

2-②-4 ＵＤフォントの活用 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載しない 

2-②-5 ＳＤＧｓ視点による政策形成 
△一部実施できなかった

（計画の見直しが必要） 

○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 
掲載する 
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③ 市民・地域との連携 

大柱-中柱-番号 改革事項 R2 進捗 R3 進捗 
次期プラ

ンの取扱 

2-③-1 市民参画の推進 
○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 
◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-③-2 市民・地域の主体的な地域課題解決の促進 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-③-3 地域の主体的な減災対策活動の支援 
○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 
◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-③-4 資源ごみリサイクル率の向上 
○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 

○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 
掲載する 

2-③-5 家庭系燃やすごみ排出量の減量 
○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 
◎計画どおり実施できた 掲載する 

2-③-6 地域連携による公園施設等の管理 
○一部実施できなかった

（計画に影響なし） 
◎計画どおり実施できた 掲載する 

３ 健全な財政運営 

① 持続可能な財源確保 

大柱-中柱-番号 改革事項 R2 進捗 R3 進捗 
次期プラ

ンの取扱 

3-①-1 キャッシュレス決済の導入 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

3-①-2 市債権回収の一括管理化の推進 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

3-①-3 受益者負担の適正管理 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

3-①-4 効果的な市債の活用 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

3-①-5 広告収入による財源の確保 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

3-①-6 ネーミングライツの導入 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

② わかりやすい財政情報の公開 

大柱-中柱-番号 改革事項 R2 進捗 R3 進捗 
次期プラ

ンの取扱 

3-②-1 財政情報の見える化の推進 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 
変更して

掲載する 

③ 公共施設マネジメントの推進 

大柱-中柱-番号 改革事項 R2 進捗 R3 進捗 
次期プラ

ンの取扱 

3-③-1 公共施設マネジメントの推進 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

3-③-2 施設包括管理の導入 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載しない 

3-③-3 公有財産の適正管理 ◎計画どおり実施できた ◎計画どおり実施できた 掲載する 

 



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★★
成果向上 ★★★

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 １－①－１ 担当課 政策室

効率化

品質マネジメントシステムの改善

より行政の実務に合った品質マネジメントシステムとすることにより、職員
への一層の浸透が図られ、行政サービスの品質確保と継続的な改善が図られ
ます。

現在、ＩＳＯ９００１
1
供給者適合宣言により運用している品質マネジメント

システムについて、これまで積み上げてきたノウハウを活かしながら、より
行政の実務に合った改善を検討します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ＩＳＯ９００１供給者適合宣言事業

現行の品質マネジメントシステムは一定の効果が認められるものの、一部で形骸化の指摘が
ある。より行政の実務に合わせたシステムの改善により、実効性を高める必要がある。

マネジメントレビューや担当課からの意見を整理し、現在行っている事務をより良くしてい
くという観点から、品質マネジメントシステムを改善していく。

実施内容

【上半期】
・第1回ISOマネジメントレビューを7月に
実施。

【下半期】
・第2回ISOマネジメントレビューを12月に
実施。
・第1回内部品質監査を10月から実施。
・第2回内部品質監査を1月から実施。
・ISO9001外部監査を2/9、2/10の2日間で
実施。外部監査員に今後の見直しについて
のアドバイスを求める。

進捗結果
一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

R4以降の品質マネジメントシステムにつ
いて検討を行っているが、業務プロセス
管理表の活用や、内部品質監査の実施方
法などに課題があり、具体的な方向性ま
では見いだせていない。

今後の
計画

R3年度中に、現外部監査員のアドバ
イスを受けながら、R4以降の品質マ
ネジメントシステムの改善を行う。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ＩＳＯ９００１供給者適合宣言事業

検討 運用開始改善作業

検討 運用開始改善作業



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

現行の品質マネジメントシステムは一定の効果が認められるものの、一部で形骸化や事務に
係る職員の事務負担についての指摘がある。より行政の実務に合わせたシステムの改善によ
り、実効性を高める必要がある。

マネジメントレビューや担当課からの意見を整理し、現在行っている事務をより良くしてい
くという観点から、品質マネジメントシステムを改善していく。

実施内容
※

上半期実績
及び

下半期見込み

・第1回ISOマネジメントレビュー(5月)の
アウトプットを受け、内部品質監査などを
通じ、監査の改善について庁内の意見を集
約した。
・1月に外部監査を実施。今後の運用につ
いて助言をいただく。
・ISO9001供給者適合宣言の期限が２月ま
でとなっているため、1月に推進本部にお
いてマネジメントレビューを実施し、宣言
の継続について審議する。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

令和４年度以降も供給者適合宣言を
継続し、システムの継続的な改善を
図りながら運用していく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
・ISO9001による品質マネジメントシステムは、組織を継続的に改善する仕組み
であり、一定の効果が認められる。ＤＸの進展による業務形態の変更などを踏ま
えながら、システムを継続的に改善し、運用していく必要がある。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ＩＳＯ９００１供給者適合宣言事業

検討 運用開始改善作業



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★★
成果向上 ★★★

コスト削減 ★★★
大柱-中柱-番号 １－①－２ 担当課 政策室

効率化

総合振興計画の実現に向けた組織の整備

適切な組織の整備により、スピード感のある意思決定や既存の組織の枠を超
えた新たな事業展開が見込まれます。

行政サービス提供上の課題や新たな市民ニーズに合わせた組織体制の検討・
整備を行います。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人事管理事務

総合振興計画の着実な推進に向け、地域課題や市民ニーズや迅速に対応できる組織体制を検
討・整備する必要がある。

５月及び11月に職員定数ヒアリングを実施し、新たな行政課題に対して柔軟かつ迅速に対応
するため、現行組織の必要な見直しを行う。

実施内容

５月及び11月に全庁的に職員定数ヒアリン
グを実施し、職員の効果的な配置と効率的
な組織体制を検討した。
新型コロナウイルス感染症に関する業務に
ついて組織の横断的な応援体制を整備し
た。
今後、ＩＣＴ教育を推進していくため、令
和３年度から学校教育課にＩＣＴ教育推進
担当を新設する。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

緊急的な業務において、職員の効果
的な配置と効率的な組織体制を整備
した。職員定数ヒアリングから令和
３年度に必要な組織体制を整備し
た。

今後の
計画

令和４年度から第６次総合振興計画
が始まることから、計画との整合を
図りながら、必要な組織体制の検討
を続け適宜整備していく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人事管理事務

適宜実施

適宜実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

総合振興計画の着実な推進に向け、地域課題や市民ニーズや迅速に対応できる組織体制を検
討・整備する必要がある。

５月及び11月に職員定数ヒアリングを実施し、新たな行政課題に対して柔軟かつ迅速に対応
するため、現行組織の必要な見直しを行う。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

５月及び11月に全庁的に職員定数ヒアリン
グを実施し、職員の効果的な配置と効率的
な組織体制を検討した。
令和３年度に策定する第６次総合振興計画
の推進に向け、必要に応じ組織体制を検討
する。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

令和４年度から第６次総合振興計画
が始まることから、計画との整合を
図りながら、必要な組織体制の検討
を続け適宜整備していく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
総合振興計画の着実な推進に向け、引き続き、地域課題や市民ニーズや迅速に対
応できる組織体制を検討・整備していく必要があるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人事管理事務

適宜実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★★
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 １－①－３ 担当課

庶務課
政策室

保育幼稚園課

効率化

ＩＣＴ活用の推進

定型業務の効率性・正確性が向上することにより、職員が企画立案業務など
他の業務に注力できるとともに、時間外勤務が縮減できます。また、事務処
理時間の短縮により、市民の利便性が向上します。

ＡＩ
2
、ＲＰＡ

3
といった各種ＩＣＴの活用について検討します。なお、導入

にあたっては、国の業務プロセス及び情報システムの標準化・共有化の動向
を注視します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

各種ＩＣＴ活用については、導入が目的となることなく、その効果を検討しながら進める必
要がある。また、各部署においては、通常業務の負担から検討に至らないケースがあるた
め、庶務課や政策室との連携が必要となるとともに、加速するデジタル化に対応できる人材
の育成・確保が課題として出てきている。

・ＡＩ保育所入所選考システムの導入について令和２年度中に完了する。
・ＡＩ・ＲＰＡについて、東南部都市連絡調整会議における共同研究を進める。

実施内容

【ＡＩ保育所入所選考システム】
上半期に導入作業を行い、10月から、ＡＩによ
る入所選考作業を開始。今年度は従来の方法と
並行して行い、システムによる選考の検証を
行った。
【ＡＩ・ＲＰＡ】
東南部都市連絡調整会議における共同研究とし
て、導入可能性の調査や各市町との意見交換を
行った。
【その他】
コロナ禍における地方創生臨時交付金活用等に
よりデジタル化が進んでおり、国の取り組みな
どの動向を注視している。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

・共同研究により、導入の課題等を
整理することができた。
・保育所入所選考システムについ
て、ＡＩシステムを導入しシステム
の調整を図っている。

今後の
計画

・先進事例の調査等を継続し、導入
分野や課題等を整理していく。
・保育所入所選考システムについ
て、必要に応じて調整を加えながら
運用する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

検 証 ・ 運 用

検 討

検 証 ・ 運 用

検 討



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

各種ＩＣＴ活用については、導入が目的となることなく、その効果を検討しながら進める必
要がある。また、各部署においては、通常業務の負担から検討に至らないケースがあるた
め、庶務課や政策室との連携が必要となるとともに、加速するデジタル化に対応できる人材
の育成・確保が課題として出てきている。

・ＡＩ保育所入所選考システムを活用して令和４年度４月入所選考を実施する。
・ＡＩ・ＲＰＡなどの新たな技術について、国から示された自治体ＤＸ推進計画の手順書の
内容に注視し、他自治体の事例等を参考に導入可能性について研究していく。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【ＡＩ保育所入所選考システム】
ＡＩ選考システムと既存の手法の結果に差異があること
から利用調整が必要なため、上半期に調整作業を行い、
下半期に従来の方法と並行してＡＩによる選考を実施し
ている。
【自治体ＤＸ推進計画】
自治体ＤＸ推進計画の手順書に基づき、行政手続きのオ
ンライン化やＡＩ・ＲＰＡ、テレワークなどの課題等を
整理し、吉川市ＤＸ推進計画及びアクションプランを策
定中であり、２月にパブリック・コメントを実施し、３
月に策定完了する。
【その他】
コロナ禍における地方創生臨時交付金を活用し、保育所
や学童にてＩＣＴ事業の導入を行う。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

・先進事例の調査等を継続し、導入
分野や課題等を整理していく。
・保育所入所選考システムについ
て、必要に応じて調整を加えながら
運用する。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由

自治体ＤＸ推進計画の手順書が国から示されたことで、各自治体の取組み内容が
今後明らかになることから、国の施策と整合性のある取組みを検討していく必要
がある。また、デジタル化を推進していくために、各種ＩＣＴの活用を図り、効
果的な運用をしていくことが求められるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

検 証 ・ 運 用

検 討 推 進



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 １－①－４ 担当課 政策室

効率化

事務事業評価における改革のスクリーンの活用

行財政改革の視点を持った事務事業評価により、業務の継続的改善が図られ
ます。

事務事業評価の過程において、改革のスクリーンの視点による評価が徹底さ
れるよう、事務事業評価シートを改善します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行政評価事業・行政改革推進事業

行財政改革の視点による事業の見直しは、全ての事務事業で必要であるが、事務事業評価を
行うにあたり、行財政改革大綱等に関連付けのない事業について点検・確認を行う仕組みが
不十分である。

事務事業評価シートの改善により、全ての事務事業評価において改革のスクリーンの視点に
よる評価の周知徹底を図る。

実施内容

令和2年度の事務事業評価シートを改善
し、大綱等の関連付けの無い事業を含め、
全ての事務事業において「改革のスクリー
ン」による点検・確認を行い、改善改革の
必要性などを記入することとした。

【参考】改革のスクリーン
① 経営的視点
② 市民視点
③ 持続可能性視点（ＳＤＧｓ視点）

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

事務事業評価シートの改善により、
評価の過程において、「改革のスク
リーン」による点検・確認を行うこ
ととした。

今後の
計画

令和２年度の事務事業の事後評価に
おいて、「改革のスクリーン」の視
点による点検・確認の状況について
検証する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行政評価事業・行政改革推進事業

検討 運用開始

検討 運用開始



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

行財政改革の視点による事業の見直しは、全ての事務事業で必要であるが、事務事業評価を
行うにあたり、行財政改革大綱等に関連付けのない事業について点検・確認を行う仕組みが
不十分である。

事務事業評価シートの改善により、全ての事務事業評価において改革のスクリーンの視点に
よる評価の周知徹底を図る。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

令和2年度に改善した事務事業評価シートの運用
を開始した。

【参考】改革のスクリーン
① 経営的視点
② 市民視点
③ 持続可能性視点（ＳＤＧｓ視点）

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

令和3年度分の事務事業の事後評価に
おいて、「改革のスクリーン」の視
点による点検・確認の状況について
検証する。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
大綱等の関連付けがない事務事業を含めて、改革のスクリーンによる点検・確認
を行うことで、業務の継続的な改善が図られるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行政評価事業・行政改革推進事業

検討 運用開始



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 １－②－１ 担当課 政策室

効率化

アウトソーシングの推進

民間企業等のノウハウやアイデアにより、経費の削減と行政サービスの向上
が図られます。また、市職員が企画立案業務など他の業務に注力できます。

市が直営で管理運営を行っている各施設について、体育施設及び子育て支援
センターに重点を置きながら、民間事業者との意見交換を行い、アウトソー
シングの可能性を調査・研究します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業・各施設管理運営事業

各施設の施設内容や運営状況により、アウトソーシングのメリットが異なるため慎重な検討
が必要となる。また、民間事業者側のメリットについては、社会・経済情勢によるところも
あるため、機会を捉えた情報交換が必要となる。

他自治体の事例等を参考に、導入可能性について研究する。また、機会を捉えて民間事業者
との情報交換を行う。

実施内容

【体育施設】
総合体育館のアウトソーシングについて
は、今年度、研究は進んでいない。
【子育て支援センター】
３か所中、２か所をNPO法人に委託中。運
営の安定性やノウハウの蓄積などの課題が
あることから、直営１か所を継続しつつ、
外部委託の研究を進めていく。
【その他】
保育所の調理業務について、職員の退職に
伴い、順次外部委託に切り替えることとし
た（栄養士除く）。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

・保育所の調理業務について、外部
委託に切り替えることとした。
・その他、情報収集を行った。

今後の
計画

各施設ごとに個別に進捗管理をする
ことが有効であると考える。また、
公共施設マネジメントやPPP/PFIに関
する国の方針等を注視する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業・各施設管理運営事業

調査・研究

調査・研究



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

各施設の施設内容や運営状況により、アウトソーシングのメリットが異なるため慎重な検討
が必要となる。また、民間事業者側のメリットについては、社会・経済情勢によるところも
あるため、機会を捉えた情報交換が必要となる。

他自治体の事例等を参考に、導入可能性について研究する。また、機会を捉えて民間事業者
との情報交換を行う。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【体育施設】
総合体育館のアウトソーシングについて、
情報収集を行っている。
【子育て支援センター】
３か所中、２か所をNPO法人に委託中。運
営の安定性やノウハウの蓄積などの課題が
あることから、直営１か所を継続しつつ、
外部委託の研究を進めている。
【その他】
２か所ある市立保育所の調理業務について
外部委託に切替。第1保育所R3.10月～、第
2保育所R5.4月～予定（栄養士を除く）。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

公共施設マネジメントやPPP/PFIに関
する国の方針等を注視するととも
に、各施設との情報共有を図ってい
く。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
アウトソーシングの導入は、行財政改革につながるものであるため、積極的に民
間事業者との連携を図っていく必要がある。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業・各施設管理運営事業

調査・研究



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★★
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 １－②－２ 担当課 政策室

効率化

窓口業務の外部委託の導入

民間企業等の人事管理ノウハウにより、経費の削減とサービスの向上が図ら
れます。また、市職員が企画立案業務など他の業務に注力できます。

窓口業務の外部委託化について、他自治体の事例を参考にしながら、調査・
研究を行い、導入を検討します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

窓口業務の外部化については、コスト面や市職員が窓口業務以外の企画系業務などへ注力で
きる点がメリットとして挙げられるが、導入自治体においても課題が見られることから研究
が必要である。

窓口業務の外部委託化の可能性について調査・研究を行う。

実施内容
包括連携協定を結ぶ郵便局における他自治
体の出張所窓口の受託業務の事例につい
て、情報交換を行った。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

・郵便局との情報交換により、企業側のメリットや市民
ニーズの把握につながった。
・コロナの影響によるデジタル化の加速を受けて、窓口
業務の内容自体が変化することから、慎重な検討が必要
である。

今後の
計画

デジタル化による窓口業務の変化を
見極めながら情報収集に努める。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

調査・研究

調査・研究



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

窓口業務の外部化については、コスト面や市職員が窓口業務以外の企画系業務などへ注力で
きる点がメリットとして挙げられるが、導入自治体においても課題が見られることから研究
が必要である。

窓口業務の外部委託化の可能性について調査・研究を行う。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

包括連携協定を結ぶ郵便局における他自治
体の出張所窓口の受託業務の事例につい
て、情報交換を行った。
委託にあたり、詳細なマニュアル作成など
が必要になることが難点となっている。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

デジタル化の進展による窓口業務の
変化を見極めながら、情報収集に努
める。

次期プラン
での取扱い

掲載 変更をして掲載する

理由
DXの状況を踏まえながら、外部委託をはじめとした窓口業務改革について調査・
研究を進めていく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

調査・研究



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 １－②－３ 担当課 政策室

効率化

サウンディング型市場調査
7
の活用

事業の発案や検討の段階において、民間事業者と意見交換等を行うことによ
り、アイデアの収集や課題の把握につながり、事業の実現可能性が向上しま
す。

新たな公共施設の整備・運営や業務委託の検討にあたり、民間事業者等との
意見交換を積極的に行います。また、適正な調査の進め方について、国や先
進自治体の事例を参考に調査・研究を進めます。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

公民連携事業等の検討にあたっては、市民ニーズの調査等と併せて民間市場の調査を行うこ
とで事業の実現可能性が高まるが、事例が少ないため、方針や仕組みがなく、各担当の判断
によるところとなっている。

吉川美南駅前施設整備等の事業検討にあたり、サウンディング型市場調査を実施する。

実施内容

① 吉川美南駅前施設整備検討事業におけ
るコンサルティング業務の中で、民間事業
者に対するアンケート調査を実施した。
② 以下の4つの事業について、1月22日
（金）に国土交通省主催のサウンディング
に参加し、民間事業者から意見聴取した。
・吉川美南駅前施設整備検討事業
・旧庁舎跡地利活用検討事業
・吉川市民農園再整備事業
・吉川農業パーク整備事業

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

民間事業者から意見や提案がいただ
けたことで、事業の方向性の検討に
有意義なものとなった。

今後の
計画

国によるサウンディング調査等につ
いて全庁に情報提供を行い、実績を
増やしていくとともに、様々な手法
について研究する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

随時意見交換、調査・研究

随時意見交換、調査・研究



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

公民連携事業等の検討にあたっては、市民ニーズの調査等と併せて民間市場の調査を行うこ
とで事業の実現可能性が高まるが、事例が少ないため、方針や仕組みがなく、各担当の判断
によるところとなっている。

吉川美南駅前施設整備等の事業検討にあたり、サウンディング型市場調査を実施する。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

吉川美南駅前施設整備検討事業において、
10月にサウンディング型市場調査を実施
し、民間事業者５社から意見聴取を行っ
た。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

サウンディング型市場調査の手法に
ついて研究し、全庁的に活用を進め
る。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
サウンディング型市場調査の手法を取り入れることにより、事業の実現可能性が
高まるとともに、官民連携が推進される。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

随時意見交換、調査・研究



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 １－②－４ 担当課 政策室

効率化

事業提案制度の推進

民間企業等のアイデアにより、行政サービスの向上や新たな公共サービスの
創出が見込まれます。

民間事業者等が事業提案しやすくなる環境づくりや提案に対する評価の仕組
みづくりについて、調査・研究します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

事業提案制度は、民間事業者等に民間のノウハウを活かした事業を提案いただき、その中で効果が見込
まれる事業について、民間事業者等が事業を実施するもので、市民サービスの向上と事業コスト低減が
成果として見込まれると考えられる。一方で、先進自治体と当市とでは、自治体規模や市内事業者の状
況で相違があり、本制度の当市における実現性と効果について、検討の余地がある。

各自治体による先進事例を集めながら、制度の在り方や仕組みづくりなどについて検討を行
う。

実施内容

・事業提案制度として開始した広告入り窓
口封筒の民間事業者からの無償提供につい
て、令和２年度も実施しており、令和３年
度も同様に無償提供を受ける見込み。
・セミナー等への参加は実施できなかっ
た。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

他団体の事例などについて情報収集
を行っているが、実効性のある仕組
みとして研究を続ける必要がある。

今後の
計画

引き続き情報収集や先進事例の研究
を行う。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

調査・研究

調査・研究



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

事業提案制度は、民間事業者等に民間のノウハウを活かした事業を提案いただき、その中で効果が見込
まれる事業について、民間事業者等が事業を実施するもので、市民サービスの向上と事業コスト低減が
成果として見込まれると考えられる。一方で、先進自治体と当市とでは、自治体規模や市内事業者の状
況で相違があり、本制度の当市における実現性と効果について、検討の余地がある。

各自治体による先進事例を集めながら、制度の在り方や仕組みづくりなどについて検討を行
う。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・包括連携協定を結ぶ事業者の協力によ
り、市減災イベントにて企画展示を行っ
た。
・民間事業者から広告入り窓口封筒の無償
提供を受けた。令和４年度からは無償提供
を受ける封筒の種類を増やす方向で事業者
と調整を行った。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

ＳＤＧｓをテーマにした官民連携な
どの事例も多いことから、公平性の
担保などに留意しながら、引き続き
情報収集や先進事例の研究を行う。

次期プラン
での取扱い

掲載 変更をして掲載する

理由
民間事業者から広く事業提案を受けることにより、官民連携による行政課題の解
決が可能となるとともに、市民サービスの向上や事業費の削減などの効果があ
る。引き続き、事業提案制度等の官民連携による事業について調査・研究する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

調査・研究



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 １－②－５ 担当課 庶務課

効率化

オープンデータ化の推進

行政の透明性や信頼性の向上が図られます。また、民間企業等によるデータ
活用により新たなビジネスや公共サービスの創出につながります。

市が保有するデータについて、機械判読や二次利用が可能な状態で、公開し
ます。また、職員への意識の浸透を図り、更なる推進につなげます。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

＊＊＊

平成29年度に策定した「吉川市オープンデータ推進に関するガイドライン」に基づき、埼玉
県オープンデータポータルサイトに、18分野のデータを掲載している。今後は、令和2年12月
に総務省が策定した自治体DX推進計画と整合を図りながら取り組みを進め、公開するデータ
の量のみならず、質の向上を図る必要がある。

18分野
他団体の事例を参考としつつ、公開するデータの量のみならず、質の向上を図っていく。

実施内容

【上半期実績】
　18分野掲載中
　15分野更新（R2年9月末現在）

【下半期実績】
　庁内に照会を図りながら速やかな公開に
向けた取り組みを行った。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

埼玉県オープンデータポータルサイ
トに18分野掲載、うち15分野につい
て更新を行った。

今後の
計画

庁内に照会を図りながら速やかな公
開及び公開データの精査に努める。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

＊＊＊

随時公開

随時公開



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

平成29年度に策定した「吉川市オープンデータ推進に関するガイドライン」に基づき、埼玉
県オープンデータポータルサイトに、18分野のデータを掲載している。今後は、総務省が策
定した自治体DX推進計画と整合を図りながら取組を進め、公開するデータの量のみならず、
質の向上を図る必要がある。

18分野
他団体の事例を参考としつつ、公開するデータの量のみならず、質の向上を図っていく。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【上半期実績】
18分野掲載中の全てを更新済み

【下半期】
11月に庁内照会を実施、国が公開を推奨し
ているデータセットについて情報提供し
た。
県内の他団体の公開状況を確認（20～30件
を公開している団体が多い）。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

引き続き庁内に照会を図りながら速
やかな公開及び公開データの精査に
努める。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
令和2年12月に総務省が策定した自治体DX推進計画において、オープンデータの
推進が掲げられていることから、その内容と整合を図りながら取組を進めていく
必要がある。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

＊＊＊

随時公開



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－①－１ 担当課 政策室

効率化

市民ニーズの的確な把握

市民ニーズに合った効果的な施策の検討につながります。また、適切な時期
における調査により、スピード感のある施策への反映が図られます。

翌年度の施策の検討に活用できるよう、市民意識調査を上半期に実施しま
す。また、新たなニーズの把握や市の取り組みの効果を検証できる新たな設
問や回答率の向上への取組を検討します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市民意識調査事業

平成27年度から調査結果を翌年度の市政運営に反映するために、年度の前半に調査を実施し
ている。なお、市全体として信頼度の高い調査とするべく、回答率を上げるために、回答者
の回答意欲を高めるような設問内容やページのレイアウトなどを検討する必要がある。

・6月末から7月に調査を実施し、11月広報及び市ホームページ等で結果を報告する。
・より多くの市民から回答を得られるよう、引き続き、回答意欲を高めるような調査項目や
表現について検討し、調査票に取り入れる。【目標値】市民意識調査の回収率：50％

実施内容

【調査概要】
調査対象：市内在住の18歳以上の男女
1,500人
抽出方法：住民基本台帳による層化等間隔
無作為抽出
調査方法：郵送配布、郵送回収
実施時期：6月26日～7月12日
回 収 率：596人（39.7％）
報 告 書：12月公表

進捗結果
一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

目標回収率を達成できず、前年と比
較し減少した。

今後の
計画

市民のニーズを把握することは、市
民満足向上に向けた取組の基礎とな
る部分で、重要度が高いと考える。
引き続き回答率向上のための取組を
行っていく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市民意識調査事業

継続して実施

継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

平成27年度から調査結果を翌年度の市政運営に反映するために、年度の前半に調査を実施し
ている。なお、市全体として信頼度の高い調査とするべく、回答率を上げるために、回答者
の回答意欲を高めるような設問内容やページのレイアウトなどを検討する必要がある。

・6月末から7月に調査を実施し、11月広報及び市ホームページ等で結果を報告する。
・より多くの市民から回答を得られるよう、引き続き、回答意欲を高めるような調査項目や
表現について検討し、調査票に取り入れる。【目標値】市民意識調査の回収率：50％

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【調査概要】
調査対象：市内在住の18歳以上の男女
1,500人
抽出方法：住民基本台帳による層化等間隔
無作為抽出
調査方法：郵送配布、郵送回収
実施時期：6月25日～7月9日
回 収 率：680人（45.3％）
報 告 書：11月公表

進捗結果
（見込み）

一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

回収率は5.6%向上したが、目標の50%
には届かなかった。計画に影響はな
いが、回答率向上のための取組につ
いて検討する必要がある。

今後の
計画

市民のニーズを把握することは、市民満足向上
に向けた取組の基礎となる部分で、重要度が高
いと考える。引き続き電子申請の導入など、回
答率向上のための取組を行っていく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
市の取組に対する市民の意見等を多角的な視点で捉え、市政運営を行う上での基
礎資料とすることを目的とした事業であり、住民目線での市政推進に関して重要
な位置づけを担っているため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市民意識調査事業

継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－①－２ 担当課 政策室

効率化

成果向上のための行動経済学
9
の活用

対象者の選択をより良い方向に誘導するなど、創意工夫による業務の成果向
上につながります。また、職員が理解を深めることにより、文書作成や説明
にあたって、「伝える」ことに加え、「成果を考える」意識が生まれます。

行動経済学に関する職員の理解を深めるとともに、各種検診受診勧奨など市
民への案内や説明に活用します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

＊＊＊

行動経済学に関する情報提供の機会がない。

行革通信等により行動経済学に関する情報提供を行う。

実施内容
職員向けに、行動経済学の考え方に基づく
「ナッジ理論を応用した接遇研修」を実
施。47人が受講し、理解を深めた。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

行動経済学の考え方について、一部
職員の理解を深めることができた。

今後の
計画

行動経済学の考え方について、引き
続き職員への情報提供を行い、理解
の促進を図る。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

＊＊＊

随時活用

随時活用



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

行動経済学に関するセミナー等の開催が少ない。また、職員への情報提供の機会が少ない。

セミナー等に参加するなど、行動経済学への理解を深め、職員への周知を行う。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

近隣５市１町で構成する東南部都市連絡調
整会議主催の「行動経済学に則したモチ
ベーション向上研修」に職員５名が参加
し、理解を深めた。
［研修内容］
・行動経済学の概要や応用場面
・職員間でのモチベーション向上の方法に
ついて意見交換

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

行動経済学に関する研究を深めると
ともに、セミナー等の機会を捉えて
積極的に参加する。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
行動経済学の理解を深める機会が少ないことが課題となっているが、行財政改革
を進める上で有効な手法であると考えられるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

＊＊＊

随時活用



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ２－①－３ 担当課 政策室

効率化

プロジェクトチーム設置手法の活用

多様化・複雑化する市民ニーズに対し、より効果的な政策展開等が図られま
す。また、チーム設置にあたり手続きを定めることにより、事務効率が向上
します。

新たな政策課題について調査・研究等を行うための関係部署又は全庁横断的
なプロジェクトチームの設置に関して、基本的考え方や手続きを定めます。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

企画調整事業

限定的な業務の発生等により、部署横断的かつ臨時的に設置する各種プロジェクトチームに
ついては、設置の際の判断や手続きについて決まりが無く、事務的な負担を含め効率化でき
る余地がある。

各種プロジェクトチーム設置の際の事務負担の軽減などにつながる統一的な考え方につい
て、その必要性や効果を検討する。

実施内容
プロジェクトチーム設置手法について、現
状や他自治体の事例について情報収集を
行った。

進捗結果
一部実施できなかった

（計画の見直しが必要）

実施内容
進捗結果
の評価

設置手法について検討したが、効率
性向上の点について検討の余地があ
る。

今後の
計画

効率向上のために、他自治体の事例
等を参考に引き続き設置手法を検討
する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

企画調整事業

運用開始手法の検討

効率性向上が見込まれる場合に運用開始手法の検討



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

限定的な業務の発生等により、部署横断的かつ臨時的に設置する各種プロジェクトチームに
ついては、設置の際の判断や手続きについて決まりが無く、事務的な負担を含め効率化でき
る余地がある。

各種プロジェクトチーム設置の際の事務負担の軽減などにつながる統一的な考え方につい
て、その必要性や効果を検討する。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

プロジェクトチーム設置手法について、現
状や他自治体の事例について情報収集を
行った。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

他団体の事例から、プロジェクト
チーム設置に係る規程の整備等によ
る事務負担は、個別に対応する場合
と大差ないと考えられる。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載しない

理由

プロジェクトチーム設置全般に関する規程を設ける場合でも、個々のチームの設
置目的等に関して別に定める必要はあり、こうした場合届出や訓令等の手続きを
定める事例も多く、事務負担は個別に対応する手法と比べて大差ないと考えられ
るため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

企画調整事業

効率性向上が見込まれる場合に運用開始手法の検討



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－①－４ 担当課 政策室

効率化

多様な人材の確保

多様かつ優秀な人材の確保が図られることにより、行政サービスの品質確保
と成果向上が図られます。

民間企業経験者やプロスポーツ経験者、任期付職員
10
など多様な職員採用を

図るとともに、人事交流や資格取得の支援などにより人材の育成に取り組み
ます。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

職員採用事務・職員研修事業

変化する社会環境や市民ニーズに迅速かつ的確に対応するため、多様な人材を確保すること
が課題になっている。また、採用後の職員育成として、吉川市人材育成基本方針で定める理
想となる職員像に近づくための職員研修や、行政運営上必要となる資格の新規取得者を増や
す取組みが必要となっている。

通常の採用試験のほか、昨年度に引き続き民間企業等経験者枠、スポーツ枠の採用試験を実
施。また、今年度は就職氷河期世代対象枠の採用試験を実施。
職員の資格取得に係る費用助成制度の創設及び周知。

実施内容

【採用試験】
通常の採用試験のほか、民間企業等経験者
枠、スポーツ枠、就職氷河期世代対象枠の
採用試験を実施。
・申込　293人、採用　16人
【資格取得助成制度】
職員の資格取得に係る費用を助成する資格
助成制度を今年度より導入した。
・利用実績３件。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

新型コロナウイルス感染症対策も行
いながら、計画どおりに採用試験を
実施できた。また、資格助成制度に
ついては職員へ周知したことによ
り、３件申請があった。

今後の
計画

定員適正化計画及び人材育成基本方
針を踏まえながら、引き続き多様な
人材の確保・育成を図っていく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

職員採用事務・職員研修事業

継続して実施

継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

変化する社会環境や市民ニーズに迅速かつ的確に対応するため、多様な人材を確保すること
が課題になっている。また、採用後の職員育成として、吉川市人材育成基本方針で定める理
想となる職員像に近づくための職員研修や、行政運営上必要となる資格の新規取得者を増や
す取組みが必要となっている。

通常の採用試験のほか、昨年度に引き続き民間企業等経験者枠、スポーツ枠の採用試験を実
施。また、今年度は福祉枠及び情報処理枠の採用試験を実施。
職員の資格取得に係る費用助成制度の周知。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【採用試験】
通常の採用試験のほか、情報処理枠、福祉枠、民間企業
等経験者枠、スポーツ枠の採用試験を実施。
・申込　209人（上半期）、採用予定20人
【資格取得助成制度】
職員の資格取得に係る費用を助成する資格助成制度を職
員に対して周知。
・利用実績　１件
【地域情報化アドバイザー派遣制度】
総務省が実施している上記制度を利用して、DX推進の専
門家の派遣を受けた。（講演及びDX推進への助言を実
施）

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

定員適正化計画及び人材育成基本方
針を踏まえながら、引き続き多様な
人材の確保・育成を図っていく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
行政サービスの品質確保と成果向上を図るため、引き続き多様かつ優秀な人材の
確保及び職員育成を継続する必要がある。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

職員採用事務・職員研修事業

継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－①－５ 担当課 政策室

効率化

活気のある職場づくり

職場に活気が溢れ、職員一人ひとりの能力や技術を最大限発揮するととも
に、組織が活性化することにより、行政サービスの向上や新たなサービスの
創出につながります。

重点事項を設定しながら職員研修の充実を図るとともに、自主研究活動グ
ループ助成や時間外講座を活用し、自己啓発の意識や職場風土の醸成を図り
ます。また、テーマ型募集の活用などにより職場提案制度の活性化を図り、
職員の意欲や向上心によって生まれたアイデアを施策につなげます。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

職員研修事業・ＩＳＯ供給者適合宣言事業

多種多様な行政課題に対して柔軟、迅速かつ的確に対応できる人材を育成する必要がある。

研修等（数値目標：特別研修　実施回数１１回、参加者数３３０人、意識変化率８０％）
職員からの提案等

実施内容

■研修等
・特別研修
上半期…実施回数1回、参加者数33人、意識変化率97%
下半期…実施回数9回、参加者数292人、意識変化率89%
※H30～R2 特別研修重点事項
①接遇・傾聴能力の向上、②プレゼンテーション・ファ
シリテーション能力の向上、③組織力の向上
・時間外講座
　7回実施　計243名参加

■職員からの提案等
・職員提案制度提出　4件（内採用2件）

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

一般研修とともに、専門知識分野を
対象とする特別研修の充実を図りな
がら、ほぼ計画通り実施できた。

今後の
計画

引き続き職員個々の資質の向上が図
れるよう、吉川市人材育成基本方針
に基づき人材育成に取り組む。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

職員研修事業・ＩＳＯ供給者適合宣言事業

継続して実施

継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

多種多様な行政課題に対して柔軟、迅速かつ的確に対応することのできる人材を育成する必
要がある。

研修等（数値目標：特別研修　実施回数１１回、参加者数３８０人、意識変化率８０％）
職員からの提案等

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

■研修等
・特別研修…実施回数10回、参加者数264人、意識変化
率90%
※H30～R2 特別研修重点事項
①接遇・傾聴能力の向上、②プレゼンテーション・ファ
シリテーション能力の向上、③組織力の向上
・時間外講座
7回実施　計243名参加

■職員からの提案等
・職員提案制度提出　4件(採用なし）

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

引き続き職員個々の資質の向上が図
れるよう、吉川市人材育成基本方針
に基づき人材育成に取り組む。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
引き続き、多種多様な行政課題に対して柔軟、迅速かつ的確に対応することので
きる人材を育成する必要がある。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

職員研修事業・ＩＳＯ供給者適合宣言事業

継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ２－①－６ 担当課 政策室

効率化

時間外勤務の縮減

職員の心身の健康が保たれ、より質の高い市民サービスの提供につながりま
す。また、時間外勤務手当の支給額も縮減されます。

時間外勤務の要因を分析し、必要に応じた対策を行います。また、選挙事務
や確定申告受付業務について、組織を横断する応援体制とします。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人事管理事務

職員の心身の健康を保ち、限られた人員で効率よく業務を推進していくため、時間外勤務の
要因分析や業務の偏りの是正などを実施し、時間外勤務の縮減を図る必要がある。

四半期ごとに時間外勤務の縮減に向けた取組調書の作成提出を所属に求め、時間外勤務の要
因分析や業務の偏りの是正など所属長のマネジメントを促す。必要に応じてヒアリングを実
施し、状況の改善に向けた具体的な方法を協議する。

実施内容

・新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、例年にない勤務状況となったため、第
１四半期経過後の７月に全所属にヒアリン
グを実施し、コロナ禍における業務の状況
や見込みを把握。
・５月及び１１月の職員定数ヒアリングに
併せ、全所属に時間外勤務に関するヒアリ
ングを実施。
・新型コロナウイルス感染症に関する業務
など緊急かつ重要な事務に対し、組織の横
断的な応援体制を整備。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

ヒアリングを通してコロナ禍におけ
る事業の進捗や増減を把握し、給付
金事務などの緊急的な事業に対して
横断的な応援体制を実現できた。

今後の
計画

引き続き、時間外勤務の要因分析や
業務の偏りを是正し、所属長ヒアリ
ングを通じて状況の改善に向けた具
体的な方法を協議する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人事管理事務

継続して実施

継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

職員の心身の健康を保ち、限られた人員で効率よく業務を推進していくため、時間外勤務の
要因分析や業務の偏りの是正を行い、時間外勤務の縮減を図る必要がある。

四半期ごとに時間外勤務の縮減に向けた取組調書を作成し、所属における時間外勤務の要因
分析や業務の偏りの是正など所属長のマネジメントを促す。必要に応じてヒアリングを実施
し、状況の改善に向けた具体的な方法を協議する。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・５月及び１１月の職員定数ヒアリングに
併せ、全所属に時間外勤務に関するヒアリ
ングを実施
・四半期ごとに時間外勤務の縮減に向けた
取組調書の作成提出を所属に求め、時間外
勤務の要因分析や業務の偏りの是正など所
属長のマネジメントを促し、必要に応じて
随時ヒアリングを実施する。
・新型コロナウイルス感染症に関する業務
など緊急かつ重要な事務に対し、組織横断
的な応援体制により対応した。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

引き続き、時間外勤務の要因分析や
業務の偏りを是正し、所属長ヒアリ
ングを通じて状況の改善に向けた具
体的な方法を協議する。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
職員の心身の健康を保ち、質の高い市民サービスを提供していくため、継続して
時間外勤務の縮減に取り組んでいく必要がある。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人事管理事務

継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－①－７ 担当課 政策室

効率化

職員向け子育て支援及び介護支援制度の利用促進

職場環境の向上により、職員の意欲向上と能力の発揮につながり、業務の成
果向上が見込まれます。また、職員のワークライフバランスに対する意識が
向上します。

制度の周知に努め、職場全体の意識改革を図ります。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人事管理事務

全庁及び個別に制度の案内を行っているが、男性の各種制度の利用件数向上が課題である。

育児及び介護支援制度の周知回数５回以上、育児及び介護支援制度の申請件数３０件以上。

実施内容

上半期実績として、育児及び介護支援制度
の周知回数６回、育児及び介護支援制度の
申請件数２１件。下半期実績はそれぞれ３
回及び１９件。
［利用内訳］
・育児休業　女性8名
・出産補助休暇　男性6名
・育児参加休暇　男性2名
・子の看護休暇　男性10名、女性12名
・短期介護休暇　男性1名、女性1名

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

年間での育児及び介護支援制度の周
知回数は９回、育児及び介護支援制
度の申請件数は４０件となり、目標
を上回ることができた。

今後の
計画

特定事業主行動計画も踏まえなが
ら、引き続き子育て・介護の支援制
度の利用促進に努めていく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人事管理事務

継続して実施

継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

全庁及び個別に制度の案内を行っているが、男性の各種制度の利用件数向上が課題である。

育児及び介護支援制度の周知回数５回以上、育児及び介護支援制度の申請件数３０件以上。
また、男性による育児休業体験記を作成、周知する。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【上半期】育児及び介護支援制度の周知回数２回、育児及び介護
支援制度の申請件数１５件。
R3.6.1～埼玉県多様な働き方実践企業プラチナ認定。
【下半期】育児及び介護支援制度の周知回数３回、育児及び介護
支援制度の申請件数１５件。また、男性による育児休業体験記を
作成・周知。
［利用内訳］※正職員の状況
・育児休業　男性3名、女性8名
・出産補助休暇　男性5名
・育児参加休暇　男性6名
・子の看護休暇　男性10名、女性11名
・短期介護休暇　男性3名、女性1名
※R4.1.1～会計年度任用職員の特別休暇の改正及び新設（産前産
後休暇の有給化等）

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

特定事業主行動計画も踏まえなが
ら、引き続き子育て・介護の支援制
度の利用促進に努めていく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
職員が各種制度を気兼ねなく利用できる環境を整えることは、職員の意欲向上と
能力の発揮につながり、業務の成果向上が見込まれるため、引き続き利用促進を
継続する必要がある。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人事管理事務

継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－②－１ 担当課 政策室

効率化

広報の充実

市民が情報を入手しやすくなることにより、市民の利便性及び満足度の向上
が図られます。また、市として多様な手段があることにより、効率的な情報
発信ができます。

市民が興味を持つ広報紙の作成に努めるとともに、市民がより情報を手に入
れやすい環境となるよう、多様な手段による情報発信を増やします。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

広報よしかわ等発行事業・市ホームページ管理運営事業・
パブリシティ事務

最新の情報を広く提供するには､即時性や拡散性に優れたICTを活用した広報が適しているが､
ICTを利用しない市民も情報が得られるよう従来型の広報も継続する必要がある｡

広報紙の内容等の充実を図る｡
既存のツールに加え､SNS等の新たなツールも用い情報発信を行う｡

実施内容

・広報よしかわで新たなコーナーや市民の
興味を引く表紙を作成した｡

・広報よしかわ､ホームページ､ラジオ､テ
レ玉データ放送（144件）､youtube（36
件）、公式Twitter（ツイート数242件、新
規フォロワー数335人）など､ツールの特色
を活かした情報発信を行った｡特に新型コ
ロナウイルス関連情報については､市民の
興味関心が高いと思われることから､複合
的に情報発信を行った｡

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

市民意識調査の結果､さまざまなツー
ルで情報を入手していることが確認
でき､多くの方に情報を届けることが
できた。

今後の
計画

引き続きさまざまなツールで情報発
信を行う｡

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

広報よしかわ等発行事業・市ホームページ管理運営事業・
パブリシティ事務・ラジオ番組制作事業

手法等の検討・適宜実施手法等の検討・適宜実施

手法等の検討・適宜実施手法等の検討・適宜実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

最新の情報を広く提供するには､即時性や拡散性に優れたICTを活用した広報が適しているが､
ICTを利用しない市民も情報が得られるよう従来型の広報も継続する必要がある｡

広報紙の内容等の充実を図る｡
既存のツールに加え､SNS等の新たなツールも用い情報発信を行う｡

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・広報よしかわで特集記事を作成した。
・【12/28時点】広報よしかわ､ホームペー
ジ、ラジオ、公式Twitter(ツイート数260
件、新規フォロワー数248人)、テレ玉デー
タ放送(67件)、YouTube(7件)など､ツール
の特色を活かした情報発信を行った｡
［参考］
・市観光協会インスタグラム開設、画像や
LIVE配信などを実施

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

引き続きさまざまなツールで情報発
信を行う｡

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
様々なツールを利用して情報発信を行うことで、市民が情報を得やすくなり、市
民の利便性向上につながる。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

広報よしかわ等発行事業・市ホームページ管理運営事業・
パブリシティ事務

手法等の検討・適宜実施手法等の検討・適宜実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★★
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ２－②－２ 担当課

庶務課
政策室

効率化

窓口受付業務における利便性の向上

電子申請の活用により、事務の効率性や正確性の向上が図られます。また、
手続きの効率化により、市民の利便性が向上します。

電子申請の活用について調査・研究するとともに、国と歩調を合わせマイナ
ンバーカードの普及促進を図ります。また、業務プロセスの見直しに合わ
せ、申請書や添付書類の見直しなど手続きの効率化を図ります。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ＩＳＯ９００１供給者適合宣言事業、社会保障・税番号制度事業

新型コロナウイルス感染症の拡大により、行政手続きのオンライン化の必要性が急速に高
まっている。埼玉県電子申請・届出システムを利用し電子申請を受付けており、取り扱い件
数が増えている状況にある。

埼玉県電子申請・届出システムの電子申請稼働件数：65件
埼玉県電子申請・届出システムの電子申請利用人数：5,500人

実施内容

【上半期実績】
埼玉県電子申請・届出システムの職員研修
を実施した。

【下半期実績】
庁内各課の相談に応じ、電子申請の年度末
時点での件数等は以下のとおりとなった。
・電子申請システムの稼働件数：73件
・電子申請システムの利用人数：5,686人

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

令和2年度は新型コロナウイルス感染
症の拡大により、各課での活用、市
民利用も大幅に増え、年間目標を達
成した。

今後の
計画

電子申請を活用した申請受付を増や
すため、庁内で連携を図り推進して
いく。また、自治体DX推進計画と整
合を図った取り組みを行う。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ＩＳＯ９００１供給者適合宣言事業、社会保障・税番号制度事業

調査研究、随時実施

調査研究、随時実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

新型コロナウイルス感染症の拡大により、行政手続きのオンライン化の必要性が急速に高
まっており、令和2年12月に総務省が策定した自治体DX推進計画においても、推進することと
されている。現在は、埼玉県電子申請・届出システムを利用し電子申請を受付けているが、
今後は国が用意するマイナポータルでの手続きを導入していく必要がある。

埼玉県電子申請・届出システムの電子申請稼働件数：80件
埼玉県電子申請・届出システムの電子申請利用人数：6,000人

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【上半期実績】
・埼玉県電子申請・届出システムの職員研修を
実施。保育申込の窓口受付の予約などで活用し
ている。
・電子申請システムの稼働件数　56件
・電子申請システムの利用人数　6,599人
【下半期】
・庁内各課からの相談に応じ、電子申請の稼働
件数を増やしていく。

マイナンバーカード交付状況（累計）
R2　20,424件（交付率28.0％）
R3　27,182件（交付率38.0％）※11月末

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

自治体DX推進計画と整合を図った取
組を行うため、マイナポータルでの
手続き件数を増やしていく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
令和2年12月に総務省が策定した自治体DX推進計画において、行政手続きのオン
ライン化の推進が掲げられており、これと整合性を図りながら取り組んでいく必
要があるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ＩＳＯ９００１供給者適合宣言事業、社会保障・税番号制度事業

調査研究、随時実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★★
成果向上 ★★★

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ２－②－３ 担当課 政策室

効率化

チャットボット
11
の導入

市民からの問合せに対し、２４時間３６５日対応が可能となり、市民の利便
性が向上されるとともに、職員の問合せ対応業務の縮減が見込まれます。

市民からのチャット形式による質問に対し、ＡＩの活用により判断された回
答が表示できるチャットボットについて、民間企業との連携による検証実験
を行い、導入を検討します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市ホームページ管理運営事業

本格運用が可能な水準に達するためには､入力作業など相当の事務負担が想定される｡費用対
効果等も見極めていく必要がある｡

仮システムで実証実験を行い､市民・職員から質問を収集し、回答の精度などを検証する｡

実施内容

・市役所1F窓口にチャットボット実証実験
中のチラシを設置した｡
・職員に対し､窓口でよく質問される内容
を入力してもらうよう依頼した｡(2回)
・下半期はホームページやツイッター､公
共施設のポスター掲示などで実証実験実施
の旨をお知らせし､より多くの質問の収集
に努める｡

進捗結果
一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

質問が集まらなく､期待した回答精度
にはならなかった｡

今後の
計画

回答の精度を高めるため､引き続き質
問の収集を行う｡

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市ホームページ管理運営事業

導入の検討検証実験

導入の検討検証実験



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

本格運用が可能な水準に達するためには､入力作業など相当の事務負担が想定される｡費用対
効果等も見極めていく必要がある｡

仮システムで実証実験を行い､市民・職員から質問を収集し、回答の精度などを検証する｡

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・市役所1F窓口にチャットボット実証実験中のチラシを
設置し、市民からの質問の収集に努めた｡
・令和２年度に引き続き、ホームページやツイッター､
公共施設のポスター掲示などで実証実験実施の旨をお知
らせし､より多くの質問の収集に努めている｡
【水道課】
・水道料金徴収業務委託業者の協力により、4月から市
公式サイトの水道課が管理するウェブページにチャット
ボットを導入した。
・チャットボットの利用状況を分析し、チャットボット
及びウェブサイトの改善を図っている。

進捗結果
（見込み）

一部実施できなかった
（計画の見直しが必要）

実施内容
進捗結果
の評価

職員からの質問の収集は行わなかっ
た。市民からの質問の収集は継続し
ているが、収集数が少なく、回答の
精度の検証には至らなかった。

今後の
計画

既にチャットボットを導入している
水道事業と情報共有をし、効果など
を検証するのと合わせ、回答の精度
を高めるため､引き続き質問の収集を
行い、改善を図る。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
市民からの問い合せに対し、時間等にとらわれず対応することができ、市民の利
便性が向上されるとともに、職員の問い合せ対応業務のが縮減され、コスト削減
にも寄与することが見込まれる。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市ホームページ管理運営事業

導入の検討検証実験



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－②－４ 担当課 庶務課

効率化

ＵＤフォントの活用

すべての人にとって読みやすいフォントを用いて公文書等を作成することに
より、市から発信する情報が市民へ伝わりやすくなります。

文字の形がわかりやすく、文章が読みやすいユニバーサルデザイン（ＵＤ)に
対応したフォントについて、市が発出する公文書等への活用を検討します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

文書事業・広報よしかわ等発行事業

行政情報系システム端末、住民情報系システム端末ともUDフォントが導入されていない。住
民情報系システム端末では、word2007のため導入できる環境になく、令和4年1月の更新があ
るため早急な導入については慎重に検討する必要がある。行政情報システム端末への導入は
可能だが、多大なコストが発生するため、より安価な導入方法を検討する必要がある。

行政情報システム端末について、より安価な導入方法を検討する。

実施内容

【上半期】
行政情報システム端末への導入方法を検討
したが、多大なコストが発生することが判
明したたため、より安価なコストでの導入
方法を検討する必要がある。

【下半期】
市が作成する印刷物での活用については、
今後、文書管理説明会等でUDフォント活用
促進について説明を予定している。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

行政情報システム端末への導入は多
大なコストが発生するため、より安
価な方法は検討する必要がある。ま
た、印刷物での活用は、全庁に周知
することで実施可能である。

今後の
計画

行政情報システム端末への導入につ
いてはシステムの入替時の導入を含
め、より安価な方法を検討する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

文書事業・行政情報システム事業・
住民情報系システム事業・広報よしかわ等発行事業

随時、活用検討

随時、活用検討



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

行政情報システム端末、住民情報系システム端末ともUDフォントが導入されていない。住民
情報系システム端末では、令和4年1月の更新において、導入の検討を進めている。行政情報
システム端末は令和4年度中に更新があるため、その際に導入が可能か検討する必要がある。

住民情報系システム端末にUDフォントを導入する。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・住民情報系システム端末更新の際にUD
フォントを導入する（令和4年1月予定）。
・市が作成する印刷物におけるUDフォント
活用促進について文書管理説明会で説明し
た。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

行政情報システム端末の更新が令和4
年度に控えており、その際にUDフォ
ントの導入が可能か検討する。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載しない

理由

令和4年度中には各端末にUDフォントを導入する方向で検討を進めており、導入
されれば掲載は必要ないと思われる。公文書で使用する字種について、現行はＭ
Ｓ明朝体を標準としている（公文例規程による）ことから、例規の改正について
検討する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

文書事業・行政情報システム事業・
住民情報系システム事業・広報よしかわ等発行事業

随時、活用検討



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－②－５ 担当課 政策室

効率化

ＳＤＧｓ
12
視点による政策形成

バックキャスティング
13
の視点や業務横断的な視点といったＳＤＧｓにおけ

る視点を持った政策形成により、成果の向上や新たなサービスの創出が見込
まれます。また、ＳＤＧｓを市民・地域との共通目標とすることで一体と
なった効果的な取組みが展開できます。

ＳＤＧｓ推進のための取組みの方向性を示す方針を策定し、職員への意識の
定着を図るとともに、市民への啓発を進めます。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ＳＤＧｓ推進事業

職員や市民・地域に対してＳＤＧｓに関する周知が不足しており、効果的な取組みが実施で
きていない。

推進方針を策定し、ＳＤＧｓの視点を行政運営に取り入れながら、効果的な取組みを進めて
いく。

実施内容

【上半期】
職員への意識定着のため、ＳＤＧｓ基礎研
修を10月に実施。2日間、79名が受講。

【下半期】
ＳＤＧｓ推進検討委員会を開催し、推進方
針を策定する。

進捗結果
一部実施できなかった

（計画の見直しが必要）

実施内容
進捗結果
の評価

・庁内研修を通じて、職員の意識定
着を図ることができた。
・次年度に向けての推進方針につい
ては時期に遅れが生じた。

今後の
計画

次年度以降、策定した推進方針をも
とに効果的な施策を推進していく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ＳＤＧｓ推進事業

方針策定 方針に基づく取組み

方針策定 方針に基づく取組み



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

令和2年度にＳＤＧｓ推進方針を策定した。職員への周知は進んできたが、市民・地域に対す
る周知が不足している。また、推進方針に基づくパイロット事業の創造が課題となってい
る。

市民・地域への周知に取組む。また、ＳＤＧｓ推進検討委員会において、パイロット事業の
創造に取り組む。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【上半期】
・職員への意識定着のため、ＳＤＧｓ基礎研修
を6月に実施。2日間、60名受講。
・市民、地域へ向けた周知について、よしかわ
若者会議にて検討。4回。5名参加。
・子どもへの周知のため、ＳＤＧｓカードゲー
ムを吉川中学校で開催。生徒22名が参加。
【下半期】
・若者会議にて周知について検討。
・庁内のＳＤＧｓ推進検討委員会で、パイロッ
ト事業を検討する。

進捗結果
（見込み）

一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

ＳＤＧｓの取組は進んできている
が、パイロット事業については、庁
内のＳＤＧｓ推進検討委員会で引き
続き検討する必要がある。

今後の
計画

次年度以降、パイロット事業の創造
に取り組む。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
今後の行政運営には、成果の向上や新たなサービスの創出のためにＳＤＧｓの視
点による政策形成が欠かせないものとなっているため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ＳＤＧｓ推進事業

方針策定 方針に基づく取組み



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－③－１ 担当課 市民参加推進課

効率化

市民参画の推進

市の施策への市民参画が図られることにより、市民と一体となった満足度の
高い市政運営が図られます。また、市民の市政への関心度の向上につながり
ます。

市民参画条例に基づき、積極的な市民参画を進めます。併せて、市民シンク

タンク事業
14
により、市民が有する専門的知識や経験が市政に反映できるよ

う努めます。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市民参画推進事業

・市民と市との協働によるまちづくりを推進するためには、市民に行政施策や計画づくりの
段階から、積極的に市政へ参画していただくことが重要である。また、市民シンクタンク事
業では、さらなる提言を頂けるよう、研究員との情報交換や研修会の企画などが必要であ
る。

市民参画審議会を2回開催するとともに、市民参画手続きの積極的な活用がなされるよう、職
員意識啓発のための庁内啓発誌などで周知を図る。また、市民シンクタンク事業では、研究
員の活動支援となるよう、市の取り組み状況に関する資料の配布や、政策提言の参考となる
研修を実施していく。

実施内容

【上半期】
・市民参画審議会　１回開催
・市民シンクタンク政策提言　1件
・市民シンクタンク研究員へ施政方針等の資料送付

【下半期】
・市民参画審議会　１回開催
・庁内啓発誌発行　2回
・市民シンクタンク研究員へコロナ禍における課題と解
決策について調査書送付
・市民活動推進講座 延期(新型コロナウイルス感染症の
影響)

進捗結果
一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

「市民活動推進講座」については、広報紙に掲
載するなど計画通り進めていたが、新型コロナ
ウイルスの影響により、急きょ延期とした。そ
の他の事業については、計画通り進めることが
できた。

今後の
計画

市民に行政施策や計画づくりの段階
から、積極的に市政へ参画していた
だくことは重要であるため、市職員
に対して意識啓発等を図っていく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市民参画推進事業

継続して実施継続して実施

継続して実施継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

・市民と市との協働によるまちづくりを推進するためには、市民に行政施策や計画づくりの
段階から、積極的に市政へ参画していただくことが重要である。また、市民シンクタンク事
業では、さらなる提言を頂けるよう、研究員との情報交換や研修会の企画などが必要であ
る。

市民参画審議会を2回開催するとともに、市民参画手続きの積極的な活用がなされるよう、職
員意識啓発のための庁内啓発誌などで周知を図る。また、市民シンクタンク事業では、研究
員の活動支援となるよう、懇談会を開催し市の今後の取組状況を報告するとともに、政策提
言の参考となる研修を実施していく。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【上半期】
・市民参画審議会　１回開催
・市民シンクタンク政策提言　1件
・市民シンクタンク研究員との懇談会

【下半期見込み】
・市民参画審議会　１回開催
・庁内啓発誌発行　2回
・市民活動推進講座　1回開催

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

市民に積極的に市政へ参画していた
だくために、市職員に対して、市の
施策や計画作り時に積極的に市民参
画を取り入れるよう働きかけてい
く。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
市の施策への市民参画が図られることにより、市民と市との協働によるまちづく
りを推進することができ、市民と一体となった満足度の高い市政運営が図られる
可能性が高まるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市民参画推進事業

継続して実施継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ２－③－２ 担当課 市民参加推進課

効率化

市民・地域の主体的な地域課題解決の促進

市民団体や地域が、自主的に地域課題の解決に取り組むことで、より効果的
かつ満足度の高い課題解決が図られます。また、まちづくりの当事者意識が
醸成されることで、更なる地域の活性化につながります。

地域課題を市と地域・自治会で共有し、その解決に向けた方策等を検討する
ため、市民と行政との協働による勉強会を実施します。また、みらいステッ

プアップ助成金交付事業
15
により、公共の利益のために活動する市民団体を

支援します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

自治会活動支援事業、市民活動団体支援事業

地域では、自治会加入率の減少や災害対策・高齢者支援など、地域に密接した存在であるか
らこそ抱える課題は多くなっている。また、市民団体においては、ノウハウや資金面不足の
ため、活動が円滑に進んでいない団体がある。

「地域課題を地域で解決するための勉強会」を開催（R1年度～）し、地域課題を地域で解決
するための方策を検討する。また、みらいステップアップ助成金事業により、公共の利益の
ために活動する市民団体を支援する。

実施内容

【上半期】
・「地域課題を地域で解決するための勉
　強会」の開催　2分科会　計2回
・みらいステップアップ助成金交付決定
　6団体

【下半期】
・「地域課題を地域で解決するための勉
　強会」の開催  4分科会　計9回
・みらいステップアップ助成金（R3事
  業分）のプレゼンテーション大会・審
  査会の開催

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

「地域課題を地域で解決するための勉強会」および「み
らいステップアップ助成金事業」では、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、開催できない時期や事業が
あったものの、可能な範囲で工夫をしながら進めること
ができた。

今後の
計画

「地域課題を地域で解決するための
勉強会」は、個別のテーマについて
研究を深めると同時に、先進事例を
参考としながら市民と協働によるま
ちづくりを今後も進めていく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

自治会活動支援事業、市民活動団体支援事業

継続して実施

継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

地域では、自治会加入率の減少や災害対策・高齢者支援など、地域に密接した存在であるか
らこそ抱える課題は多くなっている。また、市民団体においては、ノウハウや資金面不足の
ため、活動が円滑に進んでいない団体がある。

「地域課題を地域で解決するための勉強会」を開催し、地域課題を地域で解決するための方
策を検討する。また、みらいステップアップ助成金事業により、公共の利益のために活動す
る市民団体を支援する。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【上半期】
・「地域課題を地域で解決するための勉
　強会」の開催　4分科会　計7回
・みらいステップアップ助成金交付決定
　5団体

【下半期見込み】
・「地域課題を地域で解決するための勉
　強会」の開催  4分科会　計4回
・みらいステップアップ助成金（R4事
  業分）のプレゼンテーション大会・審
  査会の開催

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

「地域課題を地域で解決するための
勉強会」は、自治会の枠を超えた、
新たな地域コミュニティについて、
研究をしていく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
地域や市民団体が、自主的に地域課題の解決に取り組むことで、まちづくりへの
当事者意識が醸成され、地域の活性化につながるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

自治会活動支援事業、市民活動団体支援事業

継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ２－③－３ 担当課 危機管理課

効率化

地域の主体的な減災対策活動の支援

有事を想定しながら、地域の方々が主体となって減災活動を行うことによ
り、「自助・共助」の意識が醸成され、より実効的な災害対策活動とつなが
ります。

自主防災組織が組織率向上を図るとともに、活動の強化に向けた支援を行い
ます。また、地区防災計画の策定について調査・研究します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

防災組織支援育成事業

災害が発生した際には、避難行動要支援者の避難支援や避難所の運営などに市民の力が不可
欠である。そのため、自主防災組織の設立が必要であるが、設立数には地域差があり、旭・
三輪野江では吉川中央・吉川南部に比べて設立団体が少なく、課題となっている。

・自主防災組織の設立数目標 60団体、自主防災組織の組織率目標 92％
・出前講座など機会を捉えて、自主防災組織の設立を促す。
・減災リーダーの目標人数 720人

実施内容

・自主防災組織が行う減災活動、資機材の
購入について、補助を行っている。

【実績】
・自主防災組織の設立数
　上期：59団体、下期：59団体
・組織率
　上期：88.9％、下期：88.9％
・令和２年度助成金額
　上期：37,700円、下期：928,400円
・減災リーダー認定者数
　上期：709人、下期：709人

進捗結果
一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

新型コロナウイルスの影響で、地域住民参加の
減災プロジェクトや出前講座が行えず、自主防
災組織の設置が進まなかった。減災リーダー認
定講習会も中止とした。自主防災組織の資機材
購入助成は実施できた。

今後の
計画

令和3年度に旭地区で減災プロジェク
トを実施するほか、減災リーダー認
定講習会や自主防災組織への助成を
実施していく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

防災組織支援育成事業

継続して実施継続して実施

継続して実施継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

近年、日本各地において毎年のように水害などの被害が発生しており、令和3年5月20日には
避難情報の発令が改正されるなど、災害時の迅速な避難行動が求められている。このため、
避難行動要支援者への支援や避難所開設など、市民の協力を得るため、自主防災組織の設立
を進めていきたいと考えるが、地域によっては、自主防災組織の設立が進んでいない。

・自主防災組織の設立数目標 60団体、自主防災組織の組織率目標 90％
・出前講座など機会を捉えて、自主防災組織の設立を促す。
・減災リーダーの目標人数 749人

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・自主防災組織が行う減災活動、資機材購入の
補助を行う。
・旭小学校区で減災プロジェクトの実施
・減災リーダー認定講習会の実施
【見込み】
・自主防災組織の設立数
　上期：59団体、下期：60団体
・組織率
　上期：88.9％、下期：90.0％
・自主防災組織の令和３年度助成金額
　1,390,000円
・減災リーダー認定者数
　上期：729人、下期：749人

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

出前講座などを通じ、自主防災組織
の設立を促す。
また、減災リーダー認定講習会や自
主防災組織への助成を実施してい
く。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
地域の方々が主体となって減災活動を行うことにより、「自助・共助」の意識が
醸成され、より実効的な災害対策活動とつながるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

防災組織支援育成事業

継続して実施継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ２－③－４ 担当課 環境課

効率化

資源ごみリサイクル率の向上

資源ごみの適切な収集及び分別処理によりリサイクル率を高め、環境への負
荷を軽減し、循環型社会の構築に貢献できます。また、市のごみ処理に係る
費用の抑制が見込まれます。

資源ごみに対するリサイクル意識の向上や資源回収協力団体の増加に向けた
啓発を行います。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ごみ資源化推進事業・資源回収奨励補助事業

雑紙回収袋の配布や啓発、資源回収協力団体の増加に努めているが、依然として燃やすごみ
の中に資源としてリサイクル可能な紙や衣類が含まれるなど、リサイクル意識向上に向けた
取り組みが必要である。

資源回収協力団体：70団体（令和元年度） → 70団体（令和２年度）

実施内容

【上半期】
資源回収協力団体に対し奨励補助金を交付
➡実績　64団体、回収量：529t
広報等での啓発と雑がみ回収袋の配布
※新型コロナウイルスの影響
　ごみ減量説明会を書面開催
　資源回収を見送る団体があった
　　前年比▲8団体
【下半期】
上半期同様に啓発活動を継続していく。
R2年度のごみ減量説明会を70団体を対象に
書面開催

進捗結果
一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

啓発活動のごみ減量説明会は書面開
催とした。コロナ対策として資源回
収活動を見送った団体もあるが、64
団体が活動を行い紙衣類1,064.5ｔを
資源として回収できた。

今後の
計画

広報等での啓発と雑がみ回収袋の配
布、資源回収協力団体に対する奨励
補助金の交付を引き続き行う。

計画の修正

令和3年度 令和4年度

ごみ資源化推進事業・資源回収奨励補助事業

継続して実施

継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

雑紙回収袋の配布や啓発、資源回収協力団体の増加に努めているが、依然として燃やすごみ
の中に資源としてリサイクル可能な紙や衣類が含まれるなど、リサイクル意識向上に向けた
取組が必要である。

資源回収協力団体：70団体（令和２年度） → 70団体（令和３年度）

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【上半期】
資源回収協力団体に対し奨励補助金を交付
➡実績　62団体、回収量：534t
広報等での啓発と雑がみ回収袋の配布
※新型コロナウイルスの影響
　ごみ減量説明会の開催は書面開催
　
【下半期】
上半期同様に啓発活動を継続していく

進捗結果
（見込み）

一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

新型コロナウイルスの影響で、協力
団体数が目標の70団体に届かなかっ
た。

今後の
計画

ごみ減量説明会については書面開催
とする。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
資源のリサイクル率を高め、循環型社会の構築に貢献できるため。また、家庭系
可燃ごみの搬入量を抑制することが費用負担を抑制することにつながるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ごみ資源化推進事業・資源回収奨励補助事業

継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ２－③－５ 担当課 環境課

効率化

家庭系燃やすごみ排出量の減量

ごみ排出量を減量することにより、ごみ処理経費を削減できます。また、市
民の方との目標の共有化により、まちづくりの当事者意識が醸成されます。

一般家庭から排出される燃やすごみ分別の徹底について啓発を行います。ま
た、８０％が水分と言われる生ごみの重量を削減するため、水切り器、水切
りネット、生ごみ処理機等の利用をさらに推進します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ごみ減量啓発事業・生ごみ処理機購入補助事業

家庭系燃やすごみについて1人1日当たりの排出量は減少傾向にあるが、さらなる減量に向
け、市民への啓発などが必要である。

家庭系燃やすごみ1人1日当たりの排出量
　486ｇ（令和元年度実績） ⇒ 485ｇ（令和2年度目標）

実施内容

【上半期】家庭系燃やすごみ1人1日当たり
の排出量　9月末目標：500g➡実績：524g
広報等での啓発
生ごみ処理機購入者に対し購入補助金を交
付➡11件
生ごみ水切り器を交付➡50個
※新型コロナウイルスの影響
　ごみ減量説明会の開催を見送った
　粗大ごみの搬入量が増大した
【下半期】上半期同様に啓発活動を継続し
ていく。令和２年度のごみ減量説明会は書
面開催

進捗結果
一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

増加したごみについて広報やＨＰで
減量に向けた啓発を行い減少しつつ
あるものの、家庭系燃やすごみ1人1
日当たりの排出量は３月末目標：
485.24g➡実績：502.50gであった

今後の
計画

広報等による啓発活動、生ごみ処理
機等購入者に対する購入補助金の交
付、ごみ減量説明会の開催を引き続
き行う。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ごみ減量啓発事業・生ごみ処理機購入補助事業

継続して実施

継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

家庭系燃やすごみについて1人1日当たりの排出量は減少傾向にあるが、さらなる減量に向
け、市民への啓発などが必要である。

家庭系燃やすごみ1人1日当たりの排出量
　502.50ｇ（令和２年度実績） ⇒ 517.38ｇ（令和３年度目標）
　目標設定参考値　519.96ｇ(R3.2月実績）

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【上半期】家庭系燃やすごみ1人1日当たり
の排出量　9月末目標：530g　実績510.24g
広報等での啓発
生ごみ処理機等購入者に対し補助金を交付
生ごみ水切り器を交付
※新型コロナウイルスの影響
　令和３年度のごみ減量説明会は書面開催
【下半期】上半期同様に啓発活動を継続し
ていく。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

広報等による啓発活動、生ごみ処理
機等購入者に対する購入補助金の交
付、ごみ減量説明会の開催を引き続
き行う。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
市及び関係団体などが率先して市民へ意識啓発しなくては解決できず、ごみを分
別・減量することにより経費削減となり、行政運営及び市民サービスの向上、健
全な財政運営につながることが期待できるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

ごみ減量啓発事業・生ごみ処理機購入補助事業

継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ２－③－６ 担当課 道路公園課

効率化

地域連携による公園施設等の管理

公園等の美化活動を通じて、地域のコミュニケーションが深まるとともに、
市への愛着心が育まれることにより生まれ、遊具やトイレなどに対するいた
ずら行為の抑制効果が期待できます。また、公園内に異常が発生した場合の
早期発見や、維持管理に係る経費の削減も見込まれます。

市と管理協定を結び、美化活動や公園内施設の点検を行っていただきます。
市は、市民の活動を支えるため、草刈り用具の貸し出しや活動により集めた
ごみの回収、活動の広さに応じた報償費をお支払いします。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

公園維持管理事業

公園等の維持管理活動については、年間活動の一環として定着している市民団体が多く、新
たな管理協定締結を希望する団体がある一方、構成員の高齢化や継続意欲の低下などにより
管理協定の更新をためらう団体も出てきた。

公園等維持管理協定を締結していない公園等について協定締結を目指す。令和２年度に具体
的な協議を進めている団体は、中川台団地自治会、吉川市スポーツ少年団サッカー部会、吉
川美南団地管理組合の３団体である。

実施内容

　上半期は新型コロナウイルス感染症の拡
大や緊急事態宣言が発令されたことなどに
より、団体との協議が開催できなかった。
　下半期は感染症対策を十分に行った上で
団体と協議を進め協定の締結目指し進め
た。
・協定締結団体数　４０団体（令和２年４
月１日）→４４団体（年度末）

進捗結果
一部実施できなかった
（計画に影響なし）

実施内容
進捗結果
の評価

中川台団地内の有志である「中川台ソフトボールクラ
ブ」、吉川美南団地管理組合内の有志である「スマエコ
美化サークル」と新たに管理協定を締結した。
吉川市スポーツ少年団サッカー部会とは、令和3年度よ
り協定を締結することとなった。

今後の
計画

管理団体となる可能性がある団体の
発見、協議を行う。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

公園維持管理事業

継続して実施

継続して実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

公園等の維持管理活動は、年間活動の一環として定着している団体が多い。
新たな管理協定締結は、可能性をもつ団体がある一方で、構成員の高齢化や継続意欲の低下
により協定の更新が行えない団体が複数あり、課題となっている。

過年度からの団体と継続協議を行うとともに、新たに管理協定締結の可能性のある団体の発
見、協定締結に向けた協議を進めていく。継続困難となっている団体とは、更新に向けた協
議を行いながら、業務委託への円滑な移行も検討していく。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・４月に更新協議、協議締結を行い、新規
団体には制度説明を行った。
・随時、協定団体の事業計画に基づく実施
について、管理を行う。事故等の予防につ
いて、必要に応じて啓発を行う。
・随時、公園管理の中で管理団体となる可
能性がある団体の発見に努め、締結に向け
た協議を行う。
・協定締結団体数　４４団体（令和３年４
月１日）

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

管理団体となる可能性がある団体の
発見、協議を行う。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
公園等施設の維持管理コストは、施設の経年劣化によって今後も増加傾向と見込
まれ、地元自治会などとの管理協定による維持管理を推進することは重要な取組
であるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

公園維持管理事業

継続して実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★☆
コスト削減 ★★☆

大柱-中柱-番号 ３－①－１ 担当課 収納課
効率化

キャッシュレス決済16の導入

納付方法の選択肢が広がることにより、納税者の利便性が向上するとともに、収
納率が安定します。

各種キャッシュレス決済の導入について、市税を中心に調査・研究します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市税収納整理事務

市税等の納付については、金融機関などにおける窓口納付のほか、口座振替、コンビニ納付がある
が、納付方法は多様化しており、これまで以上に納税者の利便性向上を図る必要がある。

政府が進めるキャッシュレス化を推進するとともに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に
あたり、市役所や金融機関等における対面納付を減らすため、令和3年1月から、市税等の納付にお
いてスマートフォン決済を導入し、非対面の納付環境を整備する。

実施内容

【収納課】
・R2.5　新型コロナウイルス感染症の
　　　　拡大により、新たな納付方法
　　　　導入の検討・決定
・R3.1.4～　スマホ決済導入開始
　　　　　　(130件、3,165,750円）

【参考・水道課】
・R2.10.1～水道料金のスマホ決済導入開始

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

計画どおりスマホ決済を開始するこ
とができた。また、新たな納付方法
の導入であるため、納税者へ広く周
知を行った。

今後の
計画

引き続き、納税者の利便性向上を図
るため、納付可能なアプリを追加予
定であり、スムーズに導入するとと
もに、導入後は速やかに周知してい
く。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市税収納整理事務

調査・研究、適宜実施

調査・研究、適宜実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

市税等の納付については、金融機関などにおける窓口納付のほか、口座振替、コンビニ納付、ま
た、令和３年１月から導入したスマートフォン納付があり、納付方法は多様化している。今後も、
これまで以上に納税者の利便性向上を図る必要がある。

スマートフォン納付については、逐一納付可能なアプリが新規開発されており、収納代行業者と情
報共有・連携を図りながら、納付可能なアプリの調査・研究を行い、必要に応じて適宜拡大してい
く。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・スマートフォン納付が、実質的に本格
　稼働する初年度であるため、導入効果
　等を検証する。
　（11月まで：4,167件、95,469,600円）
・収納代行業者との情報共有・連携
・新たな納付可能アプリの調査・研究

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

引き続き、納税者の利便性向上を図
るため、納付可能なアプリを調査・
研究していく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
キャッシュレス決済について、今後は納付可能アプリ等の調査・研究を行う。また、
窓口払いの利便性向上について、全庁的な取組みの中で検討していく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市税収納整理事務

調査・研究、適宜実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ３－①－２ 担当課 収納課

効率化

市債権回収の一括管理化の推進

高額滞納者や長期に渡る滞納者の解消による滞納額の縮減が図られ、負担の
公平性が確保されます。

現在一括管理化している債権以外の債権について、一括管理化の有効性を調
査・研究します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

税外債権管理事務・市税滞納整理事務

　後期高齢者医療保険料、介護保険料、保育料、学童保育料及び学校給食費の滞納繰越分に
ついては、収納課への徴収事務移管が定着し一定の成果を挙げているが、それらの債権の現
年度分や他の債権についても徴収事務移管の取組を促進する必要がある。

　研修を実施し債権管理の重要性を職員に認識させるとともに、債権管理対策会議や打合せ
により各課の徴収事務の現状と課題を的確に把握し、必要に応じて移管要件等の見直しをす
るなどして徴収事務移管の取組促進を図る。

実施内容

R2.8　現年度分を含めた後期高齢者医
　　　療保険料の徴収事務移管

R2.12 現年度分を含めた介護保険料の
　　　徴収事務移管

R2.12 動物死体処理手数料の徴収事務
　　　移管（新規）

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

　これまで徴収事務移管の実績のな
い債権の移管の受入れや、移管が定
着している債権についても現年度分
を含めるなど、新たな徴収事務移管
の取組を進めることができた。

今後の
計画

　債権回収の一括管理化に向けて徴
収事務移管の受入れ体制を整備する
とともに、引き続き債権所管課と連
携を図り移管を促進する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

税外債権管理事務・市税滞納整理事務

適宜実施

適宜実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

　債権所管課における債権管理事務が一定程度確立し、困難事案等の徴収事務移管が定着し
た債権がある一方で、徴収事務移管に向けた取組がなされていない債権がある。

　債権管理担当職員向けの研修を引き続き実施するとともに、債権所管課に対して債権管理
の状況確認（調査）を行った上で必要な助言、指導を行い、全庁的な債権管理体制の強化を
図る。また、困難事案等については、徴収事務移管制度の活用を促進する。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・債権所管課の債権管理状況の確認、助
言、指導

・困難事案等の徴収事務移管の促進

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

　引き続き全庁的な債権管理の強化
を図るとともに、先進団体の債権管
理手法の調査、研究を行う。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
　市債権回収の一括管理化は、効果的かつ効率化な徴収事務につながり、ひいて
は歳入の増加及び徴収事務のコスト削減につながるため、引き続き推進する。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

税外債権管理事務・市税滞納整理事務

適宜実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ３－①－３ 担当課 財政課等

効率化

受益者負担の適正管理

適正な受益者負担により、事業の持続可能性が確保できます。

使用料、手数料をはじめとする受益者負担について、コストの変化を把握し
ながら、必要に応じて見直しを行います。また、新たな事業の検討にあたっ
ては、受益者負担の検討を併せて行います。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

＊＊＊

吉川市の徴収する使用料・手数料については、令和4年度まで現行どおりと方向性が示されて
いるが、「動物死体処理手数料」及び「粗大ごみ処理手数料」については、引き続き見直し
を検討することとなっている。

動物死体処理手数料及び粗大ごみ処理手数料について、他市の状況などを踏まえ見直しなど
検討を進める。

実施内容

手数料の見直しについて検討し以下のとお
りとした。
◆動物死体処理手数料
消費税増税により、動物死体処理委託料の
支払いに市の負担分が生じた時期があった
が、委託料の見直しを行うことで市の負担
を解消した。
◆粗大ごみ処理手数料
手数料の納付方法を、｢収集時の直接納付｣
及び｢納付書払｣としていたが、今後の収集
体制変更時は、｢納付書払｣のみ対応とし
た。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

見直しの結果、動物死体処理手数料
及び粗大ごみ処理手数料について、
課題の解決に至った。

今後の
計画

令和４年度の使用料・手数料見直し
検討委員会の開催に向け、市の使用
料・手数料の情報や他市の情報収集
に努める。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

動物死体収集処理事業、粗大ごみ収集・処理事業

状況に応じた見直しの検討（原則据置）

状況に応じた見直しの検討（原則据置）



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

吉川市の徴収する使用料・手数料については、令和４年度まで現行どおりと方向性が示され
ている。令和４年度に、吉川市の徴収する使用料及び手数料の定期的な見直しを行う必要が
あるため、課題を抽出しておく必要がある。

令和４年度に行う、吉川市の徴収する使用料及び手数料の定期的な見直しに向け、課題を抽
出する。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

令和４年度の使用料・手数料見直し検討委
員会に向け、市の使用料・手数料の情報や
他市の情報収集に努める。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

令和４年度の使用料・手数料見直し
検討委員会に向け、市の使用料・手
数料の情報や他市の情報収集に努め
る。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
使用料、手数料については、「吉川市使用料・手数料見直し検討委員会設置要
綱」に基づき、３年ごとに精査及び検討を行っており、今後も見直しを続けてい
く。受益者負担については適正化の余地のある事業について検討を行う。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

＊＊＊

状況に応じた見直しの検討（原則据置）



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★★
大柱-中柱-番号 ３－①－４ 担当課 財政課

効率化

効果的な市債の活用

有利な地方債の活用により、財政負担を縮減できます。また、償還計画を踏
まえた起債や償還により、公債費の適正化が図られます。

交付税措置
17
のある地方債を活用します。また、据置期間や繰上償還などを

活用し、公債費の適正化を図ります。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

起債管理事務

交付税措置のある地方債の活用に努めている。今後は、公共施設の長寿命化など市債残高の
累増が課題となる。

公共施設の長寿命化事業については、個別施設計画に位置付けられた公共用の建築物などに
ついて、交付税措置のある有利な地方債が活用できるため、個別施設計画の策定に取り組
み、令和３年度当初予算から活用できるように努める。

実施内容

・昨年度実施した対象施設の劣化度点検の
結果を踏まえ、公共施設長寿命化計画の個
別施設計画の策定に取り組んでいる。
・令和３年度当初予算の編成に合わせ、交
付税措置のある地方債の活用に引き続き努
める。
・令和２年度交付税措置のある地方債の活
用実績　24件　1,308,604千円

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

・令和３年度当初予算の編成におい
て、交付税措置のある地方債を活用
することができた。
・公共施設長寿命化計画に基づく地
方債は、対象事業が無かった。

今後の
計画

引き続き、交付税措置のある地方債
の活用に努め、公債費の適正化に努
める。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

起債管理事務

随時活用

随時活用



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

交付税措置のある地方債の活用に努めている。市債残高の累増については財政運営上の課題
となっている。

公共施設の長寿命化事業については、個別施設計画に位置付けられた公共用の建築物などに
ついて、交付税措置のある有利な地方債が活用できるため、令和４年度当初予算から活用で
きるように努める。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・上半期は、令和４年度当初予算の編成に
向け、地方債の活用を検討を行った。
・下半期は、令和４年度当初予算の編成に
合わせ、交付税措置のある地方債の活用に
引き続き努める。
・交付税措置のある地方債の活用実績　１
８件　2,489,024千円（12月現在）

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

引き続き、交付税措置のある地方債
の活用に努め、公債費の適正化に努
める。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
持続可能な財政運営を推進するために、公債費比率や市債残高の推移に注視する
必要があり、有利な地方債を活用することにより、財政負担を縮減できるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

起債管理事務

随時活用



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★★
大柱-中柱-番号 ３－①－５ 担当課 政策室

効率化

広告収入による財源の確保

市として広告収入や経費削減が見込まれるとともに、企業の認知度の向上等
が図られます。また、企業のアイデアにより、サービスの向上につながりま
す。

市が発行するチラシや設置する看板等に企業の広告等を掲載し、広告収入や
経費削減を図ります。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

チラシやパンフレットへの広告活用が一定程度図られているが、さらなる経費削減に向け、
各課での実施状況について把握し、広告活用を呼び掛けていく必要がある。

窓口用封筒について、今年度無償提供を受けた事業者に再依頼し、実施する。
洪水ハザード標識での広告活用については、今年度活用予定。

実施内容

【洪水ハザード標識】
広告活用を検討したが、今回導入を予定し
た標識は、公共広告以外の掲載ができない
ものであったため、別予算を活用して事業
を実施。結果として、広告収入は活用をし
ていない状況である。
【その他】
・窓口用封筒について、民間事業者からの
無償提供を受け作成。
・ごみカレンダー、広報よしかわ、市ホー
ムページにて広告掲載。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

・窓口用封筒について、令和３年度
も民間事業者からの無償提供を受け
ることとなった。

今後の
計画

各課での実施状況について把握し、
広告活用を呼び掛ける。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

随時実施

随時実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

チラシやパンフレットへの広告活用が一定程度図られているが、さらなる経費削減に向け、
各課での実施状況について把握し、広告活用を呼び掛けていく必要がある。

・窓口用封筒については、昨年度に無償提供事業者が決定しており、納品等の処理を適切に
実施していく。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

【庁内案内板】
・庁舎内への案内板の設置について、提案
を受けているが、スペース等の課題により
実現に至っていない。
【その他】
・ごみカレンダー、広報よしかわ、市ホー
ムページにて広告掲載。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

各課での実施状況について把握し、

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由 広告収入によって、経費削減及び財源確保が見込まれるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

随時実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★☆☆

コスト削減 ★★★
大柱-中柱-番号 ３－①－６ 担当課 政策室

効率化

ネーミングライツ
18
の導入

命名権を売却することにより、長期的な収入が見込まれ、運営経費等に活用
できます。また、企業側にとっては施設来場者へのＰＲ、認知度向上・イ
メージアップ等の効果が得られます。

公共施設等の命名権売却に関する先進事例を調査・研究するとともに、機会
を捉えて民間企業等から意見聴取を行います。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

市内の公共施設でのネーミングライツの実績が無いことから、先進事例を研究しながら、企
業側のニーズの把握に努める必要がある。

先進事例の調査・研究を進めるとともに、機会を捉えて民間企業から意見聴取を行う。

実施内容

先行事例の情報収集を行う。

（参考）市内公共施設の愛称募集
　　吉川子育て支援センター
　　老人福祉センター

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

事例としては、都道府県や政令市等
の事例が多い。民間企業からの意見
聴き取り等の進展がない状況であ
り、調査・研究を進めるにとどまっ
ている。

今後の
計画

比較的小規模な施設を中心に他自治
体での事例を研究していく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

調査・研究

調査・研究



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

市内の公共施設でのネーミングライツの実績が無いことから、先進事例を研究しながら、企
業側のニーズの把握に努める必要がある。

先進事例の調査・研究を進めるとともに、機会を捉えて民間企業から意見聴取を行う。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

先行事例の情報収集を行う。
［参考］公共施設の愛称募集
・越谷吉川線大場川に架かる新橋の名称

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

比較的小規模な施設を中心に他自治
体での事例を研究していく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
公共施設の維持・運営に関わる経費の財源確保の一環としてネーミングライツの
導入は有効であるため。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

行財政改革推進事業

調査・研究



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★★

コスト削減 ★☆☆
大柱-中柱-番号 ３－②－１ 担当課 財政課

効率化

財政情報の見える化の推進

行政の透明性や信頼性の向上が図られます。また、民間企業等によるデータ
活用により新たなビジネスや公共サービスの創出につながります。

国が進める地方財政情報の見える化と歩調を合わせ、全国統一の比較可能な
データ公開を行います。また、財政に関する情報の分かりやすい提供につい
て研究します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算分析事業

総務省が推進する地方財政情報の見える化に合わせ、財政状況資料集についてＨＰで公開し
ていくとともに、市財政状況について分かりやすく伝えられるよう、引き続き検討していく
必要がある。

地方財政情報の見える化に合わせ、国に対し情報を提供する。市の財政状況について、広報
やＨＰにおいて分かりやすい情報提供に努める。

実施内容

上半期は、令和元年度決算について、ＨＰ
に公開した。また、国が示す統一的な基準
による固定資産台帳や財務書類の作成作業
を実施し、下半期についても作業を継続す
る。

下半期は、統一的な基準による固定資産台
帳や財務書類の公表に向けた作業を進め
る。また、「主な事業のあらまし」を作成
し、財政に関する情報を分かりやすく提供
できるように努める。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

国が示す統一的な基準による固定資産台帳や財務書類の
作成作業を進めることができた。
当初予算の上程に合わせ、主な事業のあらましを作成
し、財政に関する情報を提供することができた。

今後の
計画

引き続き財政情報について、分かり
やすい情報提供ができるように努め
る。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算分析事業

随時公開

随時公開



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

総務省が推進する地方財政情報の見える化に合わせ、財政状況資料集についてＨＰで公開し
ていくとともに、市財政状況について分かりやすく伝えられるよう、検討していく必要があ
る。

地方財政情報の見える化に合わせ、国に対し情報を提供する。市の財政状況について、広報
やＨＰにおいて分かりやすい情報提供に努める。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

上半期は、令和２年度決算について、ＨＰ
に公開する。また、国が示す統一的な基準
による固定資産台帳や財務書類の作成作業
を実施し、下半期についても作業を継続す
る。

下半期は、統一的な基準による固定資産台
帳や財務書類の公表に向けた作業を進め
る。また、「主な事業のあらまし」を作成
し、財政に関する情報を分かりやすく提供
できるように努める。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

引き続き財政情報について、分かり
やすい情報提供ができるように努め
る。

次期プラン
での取扱い

掲載 変更をして掲載する

理由
財政情報の見える化の推進は着実に実施できており、今後はより市民にわかりや
すい財政情報の発信について検討していく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算分析事業

随時公開



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★☆
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ３－③－１ 担当課 財政課

効率化

公共施設マネジメントの推進

公共施設の更新・統廃合・長寿命化等を計画的に行うことで財政負担の軽
減・平準化が図られます。

財政見込みも考慮した個別施設計画を策定し、それらを踏まえ公共施設総合
管理計画の見直しを検討します。また、職員による劣化度調査を実施し、施
設の不具合等の早期発見に努めます。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市有建築物営繕事業

各施設において施設の劣化が進んでおり、長期的な修繕計画等について総合的に管理してい
くため、各施設の状況把握を進める必要がある。また、長寿命化の基本方針を定め、調査結
果などを考慮し、個別施設計画の策定を進める。

市内公共施設の長寿命化計画（個別施設計画）の策定

実施内容

上半期は、市内公共施設アセットマネジメ
ント推進会議を開催し、また、各施設管理
者向けに施設劣化調査の講習会を実施し
た。
下半期は、計画（案）に対するパブリック
コメントを実施する。

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

令和3年1月12日から2月12日までパブ
リックコメントを実施した。これら
の結果を踏まえ各施設の長寿命化計
画（個別施設計画）を策定した。

今後の
計画

今年度策定した長寿命化計画を踏ま
え、令和3年度中に総合管理計画の見
直しを行う。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市有建築物営繕事業

個別施設計画策定 総合管理計画の見直し 個別施設計画の管理

職員による劣化度調査の実施

個別施設計画策定 総合管理計画の見直し 個別施設計画の管理

職員による劣化度調査の実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

平成26年度に吉川市公共施設等総合管理計画を策定しており、対象施設の変更などが生じて
いる。また、昨年度策定した吉川市公共施設長寿命化計画や各種インフラの長寿命化計画、
総務省通知を踏まえた改定を行う必要がある。

吉川市公共施設等総合管理計画の改定

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

・市内公共施設アセットマネジメント推進
会議を開催し、各課において担当部分の見
直しを依頼した。見直し結果を調整の上、
改定する。
・各施設について施設管理者による劣化度
調査の実施。
・２月に改定計画（案）をアセット会議に
諮り、決定する。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

毎年、各施設の劣化度調査を実施
し、長寿命化計画の見直しの際に参
考とする。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由
・公共施設等総合管理計画や各種の長寿命化計画に基づいた更新や修繕を行うこ
とは、財政負担の軽減・平準化が見込める。また、定期的に見直しを行うことで
より実効性のある計画となる。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

市有建築物営繕事業

個別施設計画策定 総合管理計画の見直し 個別施設計画の管理

職員による劣化度調査の実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★★★
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ３－③－２ 担当課 財政課

効率化

施設包括管理の導入

施設の維持管理に係る複数の業務をまとめて委託することにより、契約コス
トが縮減するとともに、受託事業者へ指示系統が一元化することにより業務
が効率化します。

市役所本庁舎の維持管理に係る委託業務の一部について、包括委託を検討、
実施します。また、その結果を踏まえ、他の施設への水平展開について検討
します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

庁舎管理事業・公有財産等管理事業

本庁舎の施設維持管理業務について、現状、守衛・清掃業務及び庁舎案内・電話交換業務を
それぞれ一括契約している状況である。また、警備委託・消防設備等は、単独契約のため、
統合可能な業務を精査する必要がある。

今年度、空調設備等の保守点検を一括し発注を計画している。

実施内容

令和４年度、守衛・清掃・庁舎案内・電話交
換・空調設備等他の業務も含め、統合し発注で
きるように計画している。

上半期
・空調設備関係の業務委託を一括発注
（空冷モジュールチラー保守点検・ファンコイ
ルユニット保守点検・空気調和器（ＡＨＵ）保
守点検・空調設備保守点検を一括発注し実
施。）

下半期
・上半期に実施済

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

・空調設備関係の業務委託を一括発
注し計画どおり実施することができ
た。

今後の
計画

R3年度も、一括発注を実施。守衛･清
掃･庁舎案内･電話交換･空調設備等他
の業務も含め、R4年度に統合し発注
できるよう検討、また、他施設への
水平展開についても検討していく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

庁舎管理事業・公有財産等管理事業

他施設への水平展開の検討本庁舎での検討、実施

他施設への水平展開の検討本庁舎での検討、実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

現在個別で契約している、庁舎管理業務委託（守衛・清掃業務及び庁舎案内・電話交換業
務）、空調設備保守点検、、消防設備等について、今年度末で委託契約が切れるため、統合
発注する。

令和４年度、庁舎管理業務委託（守衛・清掃業務及び庁舎案内・電話交換業務含む）、空調
設備保守点検、消防設備等、統合し発注できるように計画している。。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

12月の債務負担の際に、令和４年度に庁舎
管理業務委託（守衛・清掃業務及び庁舎案
内・電話交換業務含む）、空調設備保守点
検、消防設備等、統合し発注できるよう準
備する。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

市役所の包括管理出来るものはある
程度まとまったため、今後は他施設
への水平展開について検討してい
く。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載しない

理由
庁舎管理を令和４年度から統括すれば、電力や機械警備、自家用電気工作物等、
包括管理出来るものはある程度まとまった。今後は他施設への水平展開について
検討していく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

庁舎管理事業・公有財産等管理事業

他施設へ水平展開本庁舎での検討、実施



（１）行財政改革推進プランにおける改革事項の内容（第５次大綱・第１期）

改革事項

見込まれる
効果

(求める姿)

改革内容

関連する
事務事業名

（２）各年度における取組状況

令和２年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

★☆☆
成果向上 ★★☆

コスト削減 ★★☆
大柱-中柱-番号 ３－③－３ 担当課 財政課

効率化

公有財産の適正管理

維持管理コストが削減できます。また、有効活用により、新たなサービスの
創出につながります。

利用目的の無い公有財産について、有効活用や売却等の処分を検討します。

計画

令和2年度 令和3年度 令和4年度

公有財産等管理事業

利用目的のない公有財産について、旧北部地区公民館跡地の売却を計画している。

旧北部地区公民館跡地の売却を計画、測量業務・不動産鑑定・耕地整理記念碑移設工事を計
画。

実施内容

上半期
・旧北部地区公民館跡地の売却に係る測量

下半期
・旧北部地区公民館跡地の売却に係る不動
産鑑定及び耕地整理記念碑移設工事発注

進捗結果 計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

・公民館跡地の売却に係る委託業務や記
念碑移設工事が完了、計画どおり実施で
きた。
・公民館跡地の売却について、今年度中
に売買契約の締結が見込まれる。

今後の
計画

・利用目的のない公有財産につい
て、売却の検討をしていく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

公有財産等管理事業

随時実施

随時実施



令和３年度の取組内容

現状と課題

年間計画
目標（値）

関連する
事務事業名

利用目的のない公有財産について、中央土地区画整理地内の土地の売却を計画している。

中央土地区画整理地内の土地について、不動産鑑定を発注し、売却する。

実施内容

※
上半期実績

及び
下半期見込み

８月６日の換地処分後、登記閉鎖が解除さ
れたため、１２月から１月にかけて入札の
募集を行っている。
・不動産鑑定委託。
・一般競争入札。
・売却。

進捗結果
（見込み）

計画どおり実施できた

実施内容
進捗結果
の評価

－

今後の
計画

・利用目的のない公有財産につい
て、売却の検討をしていく。

次期プラン
での取扱い

掲載 掲載する

理由 利用目的のない公有財産を適正管理及び売却をしていく。

計画の修正

令和2年度 令和3年度 令和4年度

公有財産等管理事業

随時実施


